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は じ め に

本稿 はi本 誌(神 奈川大学経営学部 『国際経営論集』)の 第6号(1994年2

月発行)に 掲載 された拙著論文 『経営倫理学の必要性 と展望一日 ・米間の格

差の認識一』の続編である。 したがって,同 論文からの承前である以上本稿

の読者の便に供 するため,こ こにまず,同 論文の骨子 を紹介 してお こう。

最近のわが国において,ま ず経営倫理(学)が なぜ必要 となったかにっい

て,そ の基本的理由を,① 近時の幾多の贈収賄事件 の頻発による企業不信の

増高,② わが国の成熟化社会到来,③ 国際化の一層の進行,④ 自由主義経済

体制の進展,そ して,⑤ 地球環境問題の重要性,の 五つに分 けて論述 した。

つ まり,わ が国企業 を取 り巻 く内外の環境条件が,か つてないほどに変化 し,

21世 紀へ向けてこれ ら五つの潮流が今 日のわが国企業に『経営倫理』(ビ ジネ

ス ・エシックス)を 必要 とせ ざるを得ない状況 に導いた といえる。 こうした

時代的要請に もとついて,経 営倫理 を考究する学問 としての 「経営倫理学』

は,経 営実践の学問 として,い かなる原理によって成立するものなのかを考

察 した。20世 紀初頭か ら始 まった企業経営の近代化の歴史が示すように,旧

来か らの経営管理論 は,畢 境するに 『効率』 と 『競争』 を最優先する立場 と

考 え方によって一貫 して発展 してきたことに鑑み,こ うした 「効率性原理』

と 『競争性原理』重視のみの経営姿勢では,こ れか らの企業が新 しい環境状

況に適応 し難いことを述べ,こ れら二つの原理中心の経営パラダイムの転換

の必要を縷説 した。新 しい時代に相応 しい新 しい原理 として,効 率性原理に

対 して 『人間性原理』 を,競 争性原理に対 して 「社会性原理』 を夫々提示 し,

新 しいこの二つの原理の重視な くしては,21世 紀へ向 けてのこれか らの企業

経営の維持 ・発展が困難 となることを論述 した。そこで,旧 来か らの両原理

と,新 しい二原理 を功 くバ ランスさせ両者 を実現 させ ることがきわめて重要

となることか ら,『人間性原理』と『効率性原理』並びに 『社会性原理』と 『競
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E=効 率性原理C一 競争性 原理

S=社 会性原理H=人 間性原理

・相反的関係一 一E⊃CH 。C-S

・相補的関係一一一E←一→C 。S← →H

ピーE・Cが 優 れ ている。X--S・Hが 優 れて いる(促H・S)。

中一E・Cが まあ まあである。Y-S・Hが まあ まあで ある。

下 一E・Cが 劣 っている。7.-S・Hが 劣 って いる(反S・H)。

大 多数 の普通 の会社 中/Y型(ま あ ま あ 型)→ 中一→上,Y→Xへ 改善 ・革新 が必 要

最 も 拙 い 会 社 下/Z型(劣 っている型)→ 反H・Sの 排除 ・廃 止 によ りZ-→Yへ

の転換 が必 要

最 も好 ま しい 会 社一 一上/X型(優 れ ている型)→ 技術,研 究開発 と商品 ・事 業開発 を中

心 とす る不断 の経 営革新 の持続 が必

要

争性原理』の夫々に関 して,企 業の内外 における均衡的両立 を図 る必要 につ

いて図表(別 表1のX図 参照)に よって説明 した。ただ,こ の均衡 的両立

も,縮 小均衡ではな く,あ くまで も拡大均衡 を目指す ものでなければならな

い ことは言 うまでもない。その拡大的均衡 を実現するためのキイ ・ポイン ト

は,経 営イノベーションに尽 きるが,人 間性や社会性 を阻碍 しない範囲での,

また,出 来れば,人 間性や社会性 を促進 し得 る限 りでのイ ノベーションが求
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められる。いわば技術革新や事業革新 を中心 とした経営革新が最 も強 く望 ま

れているわけである。経営倫理学 は,企 業の利益追求や,そ のための最高の

効率 と最強の競争を否定す るものでは決 してない。 もしそれを否定すれば企

業 その ものの自己否定になって了うか らである。 しか し,同 時に,利 益の飽

くなき追求が,反 人間性 ・社会性 を齎す ことを拒否 し,人 間性 と社会性 をも

尊重 し重視 し得 る限 りで,効 率性 と競争性 を最大限 に発揮することを求める

考 え方が望 ましいことを述べた。

次 に,こ れ らの四原理の拡大均衡 を指向する新 しい四原理価値 システムの

運用課題 として,二 つの基本的問題 を提示 した。その一つは,ヂ レンマ論 と

バランス論である。上述のごとく,新 ・旧両原理間の均衡的両立 を図 るとは

いえ,両 者間は往々にして,相 反的関係になる場合が多い。それだけに組織

における意思決定権者である経営・管理者たちがその間のヂ レンマ(板 挾み)

に陥る可能性は大 きい。企業内の管理活動の中で,業 務の効率性 を追求する

ことが従業員 を阻碍 した り,軽 視 した りすることにつなが る恐れのある場合

に管理者が悩むのが,ヂ レンマの一例である。

ヂレンマに悩む ことが経営倫理の第一歩だ とも言われるように,ヂ レンマ

論 は経営倫理学にとって基本的に重要なテーマである。具体的にヂレンマの

知覚 とその調整 ・克服 をいかに進めるかは大 いに考究 されなければならない。

組織の効率要請 と社員の人間性尊重 との間の葛藤 をどう調整 してゆ くべ きか

は,日 常の管理活動 におけるかな り難 しい実践課題 であることは言 うまでも

ない。第二 に指摘 した基本問題 は,個 人倫理の限界 と組織倫理の確立である。

古今東西の思想家たちが個人倫理に関する幾多の考究 を重ねてきた実績が示

すように,個 人の倫理問題は企業人ひ とりひ とりにとって きわめて有用であ

るが,今 日の現代法人資本主義企業では社員の個人倫理の確立だけでは,充

分に経営倫理 を実現することが難 しい。つ まり,企 業における個人倫理の確

立 と併行 して組織倫理の確立が重要であることを指摘 した。つまり,組 織倫

理が確立 されていないために個人 の倫理観からは好 ましくない と思う行動 を
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とらざるを得 ない幾多の事例 の防除のためにも,経 営倫理学に とって個人倫

理が生かされる組織の実現方法や組織倫理確立の方法 などについての考究が

必要であ り,実 践的に も重要な課題 となることを述べた。

さいごに,経 営倫理に関する日 ・米の産学における比較 を通 じて,わ が国

の場合 は米国の実状に比 べて,約20年 ばか り著 しく遅れていることを紹介 し

た。

さて本稿では,こ れ らの論述を承 けて経営倫理学の四原理価値 システムに

もとづき,経 営理念や経営労務が新 しい時代に向けて どうあるべ きかを具体

的に考究することを主眼 としている。 また,前 論文で述べた経営倫理学の基

本課題であるヂ レンマ ・バランス論や組織倫理確立の観点か らも折 りにふれ

て これ らの考究について検討するとともに,も う一つの基本課題である 「自

己制禦 と共生の理論』について も触れてみたい,,な お,別 の機会に論述予定

している 『ビジネス ・エ シックス と経営取引並びに社会貢献』問題 を含めて,

経営倫理 と経済社会の発展段階 との関係が,国 際的観点か ら今日きわめて重

要であることに鑑み,本 稿で 『国際化時代 とビジネス ・エ シックスの評価』

問題 について も述べることとした次第である。

第一章 ビジネス ・エ シ ックス と経 営理念

企業 にお ける ビジネス ・エ シックスの実 現 に とって,経 営 理 念(Business

Ideology)の 重 要 性 は きわ め て大 で あ る。それ は,経 営 理 念 が 企 業 活 動 そ の も

の を左 右 す る最 も基本 的 な要因で あって,企 業 経 営 の あ り方 を決 め る根 幹 的

要 素だ か らであ る。 したが って,経 営 理 念 の 中 に,ビ ジ ネ ス ・エ シ ッ クス の

考 え方 が ビル ドインされてい るか否 かは,企 業 活 動 に ビ ジ ネス ・エ シ ック ス

を実現す る上 で決定 的 に重要 だ と言 えよ う。 そ こで経営倫理学 の基本 原理 と

しての四原 理価 値 システムの狙 い とこの経営理念並 びにその実現 との関係 を

考察 してみ る ことに しよう。

ビジネス・エシックスと経営理念 ・労務5



(1)経 営の基本的価値判断 と四原理 システム

記述の通 り,旧 来か らの 『効率性原理』 と 「競争性原理』 に新 しく 『人間

性原理』 と 「社会性原理』 を加え,四 原理の考 え方によって企業経営 を推進

してゆ く場合,新 ・旧原理間の拡大的均衡両立 を実現する方向で経営管理さ

れ ることが望 まれ る。 したがって,経 営理念の策定(最 高意思決定)に おい

てもこの四原理 システムの考 え方 と方向性が導入され ることが必要である。

元来,経 営意思の決定 は大 きく分けて二つの側面が考 えられる。A・サイモ
1)

ンにみ られるように,価 値前提 と事実前提 に分 けて考 えるとすれば,前 者 は

企業経営 における高度の意思決定 レベルであり,後 者 は日常的レベルでの意

思決定 に用いられる場合が多いことになる。組織の上層部が くだす意思決定

は,事 実 をキッチ リ積み重ねて検討 した上で くだす意思決定ではな く,き わ

めて不確実性の高い状況の中で総合的な情況判断に もとつ く意思決定である。

そこでは,主 観的な価値判断がべ一ス となる。つまり,事 実前提ではな く価

値前提であり,そ れはまた,す ぐれて 『戦略的』意思決定 につながるもので

ある。

これに対 して,事 実前提 による価値判断はむしろ,戦 術的意思決定に適 し
2)

ている。それは戦略が,総 合性,長 期性,計 画性を具備するものであるのに

比べ,戦 術 は当面の目的を実現するための局所性,短 期1生,即 効性 を重視す

るものだか らであると言えよう。

ところで,経 営理念の策定 に関 して,一 般 的には従来から経営理念のごと

き 『経営のビジョン』づ くりには,組 織の最高 トップ層の思想や意思つまり

価値判断が決め手であるとする見方が支配的であったように思われる。前記

の価値前提のアプローチが まさにそれに該当すると言えよう。そこでは企業

の創業者や トップ経営者の価値判断によって経営理念が形成され るのは,け

だ し当然 とさえ言 えよう。だが これについて,経 営理念の構築プロセスの観

点か らいわゆる還元主義アブmチ と機能主義アプローチに分けて,両 者の
31

長所 を総合的にとり入れる第三の道の探索 を提唱する考 え方 もある。前者 は

6国 際経営論集No.81995



トップによって専断的に与 えられる経営理念 を意味 し,こ れに対 して,後 者

は組織の構成員の民意 を反映 させる経営理念である。何れの一方のみではな

く,両 者の長所 をとり入れた第三の方途が もし可能であればその最大のメリ

ッ トは策定 された経営理念の組織への浸透性 に関 してであろう。

さて,経 営管理活動における 『効率』 と 「競争』の重視 と優先の考 え方 は,

これ もトップによる価値判断であるが,従 来 は,経 営管理の合理性追求の観

点か ら,そ れが企業経営にとって必然的であ り,し たがって,価 値的大前提

として疑い もな く企業内外に受容 されていた というも過言ではなかった。言

い換 えれば,企 業の利益追求のための管理活動 にとって当 り前過 ぎるほどの

ことで更めてその価値判断 を根本的に問い直す必要す ら感 じないものであっ

た と思われる。 したがって,こ の価値判断を再検討するなどということは,

経営の合理性 を疑 った り否定 した りする好 ましか らざる考えととられがちで

あった。実は,一 つの価値判断であるにも拘わ らず合理性追求なるが故 に恰

も客観性があるか ら正 しい と錯誤 されていた嫌 いさえあった と言 えよう。

そもそも,そ の構築プロセスやアプローチ とは関係な くs経 営理念その も

のは,価 値的なものであって,事 実的なものを前提 とす るものではない。最

終的には経営 トップの意思 と思想が齎す価値判断であればあるほ ど トップの

交替 によってどうなるのか,ト ップ とミドル以下のギャップはどうするのか

などの問題はつねに存在すると言えよう。そこに前記のいわゆる機能主義的

アプローチの主張 とそのメリットが可能 となる理由があるとはいえ,経 営理

念が基本的に価値論の範疇に属することに変わ りはない。二原理 システムに

代わって新 しく四原理 システムを提唱するのは,旧 来の二原理中心の価値判

断に対 して新 ・旧あわせた四原理 システムにたい し,よ り重要な価値 を企業

として置 くのが好 ましい とする価値判断からである。

人間性原理 と社会性原理 という新 しい原理 に,旧 来の効率性 と競争性の両

原理 と同等の価値 を置 くところの四原理価値 システムの基本的考え方は,ビ

ジネス活動 において効率や競争だけでな く人間性 と社会性の重視 ・尊重が好

ビジネス ・エ シックスと経営理念 ・労務7



ましい ことだ とする価値判断に依拠 していることはいうまでもない。 したが

って,そ れは旧来の企業経営 と比べれば経営理念 レベルにおける価値基準の

転換であるとも言 える。

② 経営理念の内容 と明示

そ もそも,経 営理念の内容 は時代 とともに変化する部分 と不変の部分 とが
4)

ある。た とえば,独 特の企業哲学を有す る創業経営者が策定 した経営理念が

一般 的に時代 を超 えて未来永劫に続 き得 る普遍性 を有するとは限 らない。長

い間には時代の要請 によって新たに追加すべ きものもあ り得 よう。 したがっ

て元来,経 営理念 は前記の ごとく戦略べ一スにより長期的観点か ら策定 され

るべきものであるか らいわゆる朝令暮改であってはな らないが,同 時にそれ

は決 していわゆる不磨の大典ではない。時代の潮流変化によって変化すべき

内容部分 を積極的に肯定すべ きもの と思われ る。他方,不 変部分については,

いかなる時代 にも共通する普遍的真理は,存 在するものであ り,そ の多 くは,

いわゆる 『人の道』やそれ らにもとつ く商業道徳 に関する部分である。倫理

学 におけるいわゆる規範倫理の提供す るものが,功 利主義的な目的(社 会善)

倫理的アプローチによるものであろうが,形 式主義的な義務論(道 徳律)的
5>

アプローチによるものであろうが,人 間 こそ価値の中心であってそのニーズ

を充足 させ ることこそ最 も価値あるもの という判断に立っている。その意味

で倫理の根源 をなす人の道 は,人 間存在の続 く限 り,時 代を超 えて不変だ と

言 えよう。現代企業の経営理念のルーツとも言える昔 日の家訓や家憲のた ぐ

いにも,人 の道に関して触れているものがあるが,そ れは今 日で も充分に通

用す る部分が多い。家訓 に示 されている個人の道徳的価値観や社会への奉仕

的価値観が重視 されねばな らない とする古 くか らの考え方は,現 代企業の経

営理念において も立派 に適用 される。た とえば家訓の 『誠心誠意 に徹せよ』

『人 を欺 くな』 「世のため人のため』 などの素朴 な表現に示される考え方は,

明 らかに今 日の人間性原理や社会性原理の考え方に基本的に通ずるもの と言
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え よ う 。

(i)

21世 紀へ向けて,わ が国企業 をとり巻 く新 しい変化の潮流 に適応 してゆ く

ために,人 間性 と社会性の重視 を期待する新 しい価値パ ラダイム こそこれか

らの企業に とって必須の基本条件であるが,そ れだけに現代企業の経営理念

の中には,人 間性原理 と社会性原理 も重視 し,い わゆる均衡的両立 をはか る

四原理価値 システムの思想を価値 ある内容 としてビル ドインさせるべ きであ

ると思われる。

因に,松 下電気,住 友金属,藤 沢薬品工業,旭 硝子,十 条製紙 などわが国
"r)

の大手企業20社 の経営理念の中,約 半数余 りの会社では経営理念の中に明確

に人間性尊重 と社会性重視について述べている。た とえば人間性尊重につい

ては『働 く人々の物心両面のゆとりと豊かさ』(旭 硝子),『 社員の個性 を伸ば

し十分 に発揮 させる』(日本電気),『 従業員が希望 に満ちて楽 しく働 くことが

で きること。従業員がその収入によって豊かな生活 を営むことがで きること』

(東陶機器),『労働時間短縮 によるゆ とりある生活時間 と高収益に リンクされ

た高福祉・高賃金』(湯 浅電池)な どである。 また,社 会性重視 については『良

き企業市民 として行動 し,収 益性を高め活力ある発展 と社会への還元を図 る』

(日本電気),『 社会 ・文化活動の充実を図 り,社 会への貢献 を更に進める。《企

業は社会的存在であ り社会 と離れて存在 しえない社会の一員 としてで きる限

り貢献するのは当然のことであ り,義 務で もあるという考 え方にたって進 め

る》』(旭 硝子),『 経営のすべての活動 は企業倫理 をベースに顧客のために役

立つことを最大の目的 とする』(藤沢薬品工業),『 環境問題 に積極的に取組 む

企業であるとともに文化の発展に貢献する企業』(十 条製紙)な どである。そ

の記述の抽象 ・具体度 はマチマチではあるが,明 らかに人間性原理 と社会性

原理 を意識 し,両 原理が当該企業の経営の基本的価値判断の中で重視 されて

いることが窺われる。つ まり,こ れ らの企業 は,四 原理価値 システムの考 え

方によるいわば経営倫理的経営 を目標 としていることが経営理念の内容 を通

じて明 らかにされている と言えよう。
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(3)経 営理 念 の 組織 漫 透 性

言 う まで もな く,経 営 理 念 の策 定 は基 本 的 に当該 企業 の社会 的適応 と企業

内統 合 を狙 って行われ る。経営 の ビジ ョン とか ミッシ ョン とか,あ るい は ド

メイ ン(生 存 領 域)な ど と言 われ る この経 営 理 念 に期待 され る ところは,企

業 の外 部 社 会 にた いす る企 業 のアイデ ンテ ィテ ィのPRを 通 じて の適 切 な対

応 と企 業 内部 の 人々の思想 やその ヴェク トル を一 つ に合 わせ るこ とにあ る と

言われて いる。したが って,前 者 の場 合 は,い わ ゆ るCI(CoporateIdentity)

や企 業 イ メー ジ に深 く関 わ り,ま た後 者 の場 合 は,企 業 の体 質 や社 風 とい う

い わ ゆ る企 業文化 に関わ る もので ある。経営理念 は,企 業 の経 営 が 目指 す 目

標 や 目的 を明示す る ことに よ り,こ れ らの期 待 され る機 能 が果 され る ことを

期待 す るわ けで ある。従 って,そ の経 営 の基 本 的 な思 想 や価 値 判 断 を明確 に

示す もので なけれ ばな らない。表現 の簡潔性 やア ッピール性 な どが必 要 とさ

れ るの もこの明示のた めで ある と言 え よう。

第 二の要件 は,こ の 明 示 と関 連 が あ るが,明 示 され た 内容 が企 業 の 関係 者

(Stakeholder)に 充 分 に誤 りな く伝 達 され る もの であ るこ とと言 えよう。 か

りに明示 されていて も,そ れ が 関 係 者 に充 分 に 的確 に伝 達 され るこ とがな け

れば,経 営 理 念 の決 定 者 や その 周 辺 の みに とどまって了 い,関 係 者 が 充 分 に

知 る とこ ろ とな らず,い わ ゆ る"宝 の持 ち腐 れ"と もな りか ね な い。 したが

っ て,伝 達 の努 力 は明 示性 と同 等 に重 要 と言 えよ う。

第三 の要件 は,伝 達 され るだ け に終 わ らず,そ の内 容,意 味 が 充 分 に関 係

者 に咀 噛 され理 解 され る ことであ る。つ ま り,経 営 理 念 の 関 係組 織 へ の浸 透

性 が 重 要 とな る。 この点 についての経営者 の意識 が どうか について興 味 あ る
8)

調査結果が あ るので紹介 してお こう。 それ に よる と,経 営 理 念 が組 織 の 中 に

『完 全 に浸 透 して いる』が9%,『 か な り浸 透 して い る』が37%,『 平均 的 な と

ころ まで きて い る』が7%で あ り,こ れ に対 し,『 まだ まだ浸 透 させ る必 要 が

あ る』47%,『 全 く浸 透 して い な い』0%で あ るの で,過 半数 の企 業 の経 営 者

が程 度 の 差 はあるにせ よ,経 営 理 念 が組 織 内 に浸 透 して い る と認識 してい る
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ことが明 らかである。因に,同 じ調査で 『経営理念が どの程度役立 っている

か』 に関する経営者の意識 を調べた ところによると,全 体の90%近 くの企業

経営者が経営理念の効果 を評価 していることが示されている。従 って,こ の

調査が特定地域の陸運中堅企業に限っているとはいえ,経 営者が経営理念の

有効性 を評価 して組織内への浸透に努め,少 な くとも半数以上の企業の経営

者がその浸透性 を認識 していることが窺 える。 したがって,経 営サイ ドは,

経営理念の組織浸透度がかな り進んでいるとみていることが解かるしiこ の

ことはこの特定の調査の結果だけではな くある程度一般的な傾向 と推測 して

もよいであろう。 しか し,経 営理念の組織浸透性 を真 に裏付 けるためには,

組織における関係者 主 として従業員のサイ ド が経営理念をどう受 け

とめ,ど のように位置づけ,ま た,そ の理念 を関連業務活動 にどう活か して

いるか といった問題 についての組織内の実際 を把握することが不可欠であろ

う。言い換 えれば,多 くの場合に経営理念が経営者か らの トップ ・ダウンに

よって示 されるからといって,経 営者サイ ドによる組織浸透度だけで浸透性

その ものを判断するのではな く経営理念の受け手であるミドル以下の社員の

意識 も併せて把握することが望 ましい。

㈲ 組織活動 に おける ビジネス ・エ シ ックスの実現

っ ぎに経営理念 とい う比較 的抽 象 レベル の高 い ビジ ョンや ミッシ ョンが経

営組織 活動 を通 じて実践 され るた めには,具 体 的 に は,単 な る伝 達 や 理解 だ

けで な く,組 織 内 の個 々 の業 務 活 動 に有機 的 に結 び付 くこ とが必要 であ る こ

とは言 うまで もない。 このた めには,ま ず経 営 方針(BusinessPolicy),経 営

戦 略計 画,経 営 行 動 指 針,経 営 管 理 諸 制 度 とい っ た具 体 的 な経営諸 方策の 中

に経営理念の思想 ・意思 ・価値判 断の内容 が具体 化 されてゆかね ばな らない。

そ こで ビジネス ・エ シッ クスの考 え方 に もとつ く新 しい経営理念 の内容 に常

に リン クされ た経営 の方針 ・戦 略 ・指針 ・制度 な どが実現 されて いるか否 か

が きわ めて重要 とな る。
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別表II(自 己診断

項 目 oP(雪1) 2P 5P 8Y 1[)Y

賃
金
・

給
与
指標

モ デ ル従 業 員 の
年 間給 与 額n(万 円)

400万 円
未 満

480万 円
未 満

620万 円
未 満

80⑪万 円
未満

800万 円
以L

べ 一 ス ア ツプ 率(%) 2.5%未 満 3.5%未 満 5.0%末 満 s.o%未 満 6,0%以 上

年間賞与(月 数表示) 4.0未 満 5.0未 満 6.5未 満 8.O未 満 8.0以 一1二

時 間外割増 賃
金率(%)

通 常 20%未 満 25%未 満 30%未 満 35%未 満 35%以 上

深 夜 30%未 満 40%未 満 60%未 満 65%未 満 65%以 上

休 日 20%未 満 25%未 満 40%未 満 50%未 満 50%以.上

国家資格 等特殊 資格手 当
(墓本給比 率σ)上限)

な し 3%未 満 6%未 満 9%未 満 9%以 上

労

働

時

間

指

標

[r閾 労 働 時 間(従

業員 Ψ 均)(時 間)

所 定 内 2060以 上 2060未 満 1960未 満 1860未 満 1S()〔}未 満

総 実 2400以 上 2400未 満 2240未 満 1950未 満 1850未 満

年 間 休f_1数(日) 95以 ド lO5以 下 120以 ド 125以 ト 126以 上

{†次 有給 休 暇 取 得
日 数 ・取 得 率(従 業
員 Ψ均)

日 数 5日 未 満 7日 未 満 13日 未 満 15日 未 満 15B以 上

取 得 数 15%未 満 35%未 満 65%未 満 75%未 満 75%以L

年次有給休暇が20日 に達iす
る入社後年数(年)

13年 以L 12年 」以 ド 11年 以 ド 7年 以 下 5年 以 下

未消化 の年次有給休暇 の繰
り越 し処理 繰越 な し

翌年限 り
繰越 し可

翌年」以降
も繰越 可
使用 日的
の条件有

翌年以降
も繰越可
使用 目的
の条件無

連 続 休 暇2)
回数(種i類) 長休 なし 年1回 年2回 年3回 年4回

最 大 日 数 2日 以 下 4日 以 下 7日 以 下 9日 以 下 10日 以 上

時間外労働時間 の管理 と手
当の支給

時間外労
働 の実態
把握 な し

労使協定
等 によ り
職場単位
で運営

時間外労
働完 全把
握 ・手当
完 全支給

フ レ ッ ク ス タ イ ム 制 度 な し 検 討 中37
全社員 の
5割 未満

全社員 の
8割 未満

→全社 員 の

8割 以 上

i

!

リフ レ ッ シ ュ休 暇 制 度 な し 検討中 有 り ・1
週 間 以 内

有 り ・2
週 間 以 内

【

有 り ・3
週 間超1

メモ リア ル休 暇 制 度 な し 検 討中 有 り

自社 の時短促進策 な し 検 討中 有 り

下 請け企業時短支援 策 な し 検討中 有 り

住宅手 当支給制 度 な し
3/1未 満
17t家 賃 の

3割 未 満

5万 未 満
VY家 賃 の
5割 未 満

5万 以h
・r家賃 の
5割 以 上

全額補助

育英 資金融資制度
(進学 ・在学)

な し 検 討中
進学 ・在
学 の… 方

進学 ・在
学両方 共l

I

l福
[

人 間 ドッ ク補 助 制 度4)… な し1 検討中
有 り ・対
象 者限 定

有 り ・全
社 員対 象

私傷病生 活費補 填制度1な し 検 討中 有 り
利

厚

生

指

標

育児休暇制度1
{

な し 検討中
有 り ・無

給

有 り ・有
給

社 員 ボランテ ィア活動支援
制度

な し 検討中 有 り

退職準備制度 な し

1

検討中
「

有 り ・退職
1年 内
で実 施

有 り ・退
職1年 以
上 前 か ら
実施

企業年金制度
支 払 期 間 制限 な し 5年 以 下10年 以 卜 15年 以 下 終身
ス ラ イ ド制 な し 適宜実施 制度化

定期健康診断制度 な し 年1回 年2回 年3回 上

介護休暇制度 な し 検討中i 有 り

(注)1.モ デル従業 員の属性 は,大 卒男子,勤 続10年,事 務管理 ・技術労働者 とする。

2.連 続休暇の最大 日数は,連 続休暇 の中で一番長い休 暇のその休暇 日数

3.検 討 中は,こ の1～2年 以 内の実施 を検 討 しているこ とを意味す る。(以 下同様)

4.人 間 ドック補助制度 の対 象者 とは,勤 続 年数や年齢 等 を意味す る。

100100賃金・給与指標得点 霊合 計点 × 労働 時間指標得点 嘉合計点 ×
15070

100福利厚生指標得点 一一合計 点 ×
110
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チ ェ ック ポ イ ン ト)例

項 目 OP¢P 2P 5Y 8P 10Y

人

事

・

雇

用

指

標

複線型人事制度 な し 検討中 専門職限 全職種有
社 内 公 募 ・チ ャ レ ン ジ ・独
方 奨励 ・社 内起 業 制 度

な し 検討中 1種 類 の
み有 り

2種 類以
下 有 り

3種 類 以
f"有 り

人事考課内容 の本 人公 開 と
面接制度

な し 検討中 本 人公開
のみ

公 開 ・面
接 有 り

加 点評 価 に よ る 人 事 考課
(特別表彰 ・加給 等)

な し 検討中 有 り

女 「戸の 総 合職
採 用

全女性比率 採 用 な し 3%未 満 15%未 満 20%未 満 20%」 以上
総合職比率 採 用 な し 3%未 満 15%未 満 20%未 満 20%以 上

定年延長 ・継続雇用制度
(延長 ・継続期 間)

制 度 な し 3年 」以下 5年 以 一ド 1fl年 以 下 制 限な し

自 己 啓 発 ・教 育 機 会 の 提
供5}

な し 検討中
会 社が提
供 す るも
ののみ

会社+社
員の希望
も受入

服 務 規 定 ・職 場 規 範 の 有無
とその 運 用8)

明確 に規
定 し徹底

弾力 的に
運用

基本的 に
自由

事 務 処 理 部 門 の 一 人 当 た り
ス.バこ一一 ス、7〕

3㎡ 未満 5㎡ 未満 10㎡ 未 満 15㎡ 未満 15m2以 上

社会

貢
献
・

環
境問

題対

応
指標

社会 虞献活動費 の経常利益比 率a) 0.1%未 満 0.5%未 満 1.5%未 満 2.0%未 満 2.0%以 上

社有施設 の 一般 開放 な し 検討中 有 り

ボ ラ ンテ ィア 活動 の 実 施 な し 検討中 有 り

社 内資料 の再生紙利 用度 1害lj未 満 2割 未満 5割 未満 7害ll未 満 7割 以上
ゴ ミ類 の分 別処理 な し 検討中 有 り

製品 ・商品の環境 対策 な し 検討中 一一部 商 品 全商品

海 外 との 文 化 ・学 術 ・人 的
交 流 活 動

な し 検討中 有 り

各種 イベ ン トの 実 施9} な し 検討中
プ ロ フ イ

ッ タ ブ ル
の み

コ ン プ ロ

ツ ブ イ タ
ブ ル 含 む

消

費

者

対

応

指

標

消 費者教育 ・研修 の実施 な し 検討中 消費者部門社員限
全部門 に
実施

消 費者 対応部門長 の役職 消費者部
門 な し

課 長職以
ド

部長職以
下(非 役)

取締役員
以上

消 費 者,..[-Tへ の 人 材 配 置
特段 の配
慮 な し

社内教育実施社
員

資格取得
社員

消 費者か らの苦情 ・相談 の
報 告

部 門限 り
担 当 役 員
!ま で

社長 まで

消費者への 専門 員の派遣 な し
『

検討中 有 り
ア ン ケ ー ト ・モ ニ タ ー の 実 施 な し 検討中 有 り

取 扱 説 明 書 ・マ ニ ュア ル の
イ乍成 方法

設計 者が
作 成及び
チェ ック

設計者が作成
し専門員がチ
ェック

設計音が作成
L枇 内モニダ
ー等 を実施

専門員が作成
し社内モニタ
ー等を実施

製造打切 り製品 の部 品類 の
保 管期間

業 界の 申
合せ期間
以 ド

業界 の申合
せ期間
まで

業界 の 申
合せ期 間
以上

取 扱 い説 明 書 ・マ ニ ュア ル
の 提 供

送 料 とも
有料配布

送料有料 送料 とも
無料配 布

製 品 ・商品 の危 険 な使 用法
の説 明=書 き

特段 の配慮
な し

常識 的な
範囲 まで

あ らゆる
使用方 を
想定

5.自 己啓発 ・教育機会 とは,各 種 セ ミナーな どの受講,留 学,社 内勉強会,教 育休暇 の

付与等 を意味 する。

6.服 務規定 ・職場規範 には,社 是 ・社訓 は含 まな い。

7.事 務処理部門 の1人 当た りスペ ース は,共 用部 分 を含 む。

8.社 会貢献活動費 とは,学 術,芸 術 ・文化,ボ ランテ ィア活動,国 際貢献活動 等への支

出(寄 付含 む)の 合計。

9,各 種 イベ ン トとは,主 催或 い は協 賛 によ り実施す るスポーツ大 会,コ ンサー ト,演 劇

等 を意味 する。

人事曜 用指標得点一合計点×1aalaU社 頷 献r問 題対応指鵬 点一合謙 ×響

韻 者対応指標儲 喰 計点x器
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(調査結果)例

企業 企業規模別 企業業種別 企業所在地別 内外資本別
諸別

得点
500人
以 下
1000人

以 下

5000人

以 下

5000人

以 上
建設業 製造業

サービ

ス 業
首都圏 関西圏 地方

国内
資本
外国
資本

賃金給与 60.0 50.0 50.0 55.() 55.0 50.0 60.0 55.0 50.0 50.0 55.0 55.0

労働時間 45.3 45.3 48.7 56.0 4工.3 50.7 43.3 48.7 43.3 57.3 45.3 52.7

福利厚生 11.1 1!.1 3!.! 40.0 36.7 22.2 31.1 22.2 31.1 11.1 22.2 65.6

人事雇用 38.0 33.a 28.0 28.0 22.0 20.0 38.{} 23.0 28.0 25.0 28.0 41.0

社会貢献等 15.E 25.E 25.Q 51.3 L8.8 41.3 28.8 32.5 31.3 28.8 28.8 53.8

消費者対応 58.E 78.0 7g.o 73.O 0.0 i 73.0 sg.o 78.0 78.0 73.0 78.0

総 合
指標(計)

227.4 242.4 260.E 303.3 183.8 Zfi2.2 274.2 249.4 261.7 2502 252.3 346.1

したがって,経 営理念の浸透1生を検討するに当たっては経営者サイ ドの意

識のみならず ミドル以下の組織の従業員の意識を調査 し,さ らに組織活動に

おける具現状況把握のために経営諸方策の実践における経営理念具現化の状

況調査 も併せて行 うことが肝要 と思われる(別 表IIの 自己診断チェックポイ
g}

ン ト例参照)。

もとより,経 営理念の思想 ・内容が経営方針 ・戦略 ・指針 ・制度などに的

確 に組 み込 まれていた として も,必 ず しもそれを以て経営理念の実践が完全

に保証されたわ けではない。人間性 と社会1生が具体的な経営組織活動の中で

どれだけ実現 し得 るか否かは,経 営諸方策の具体的な実行の如何 に懸ってい

る。組織の関係者ひ とりひ とりの意識が経営倫理 に目覚め,そ れ らの人々が

担い手 となって経営諸方策の目標実現 に向かって努力することこそこの具体

的実行の"要"で あることは言 うまで もない。ここに組織倫理実現にとって
10)

の個人倫 理の重要 性を指摘す るこ とがで きる。

なお,前 記(1)で 述 べ た よ うに,経 営 理 念 策 定 に機 能 主義 ア プ ローチ を加味

す る ことが従 業員の民意 の反映 と意見参加 を通 じて,経 営 理 念 の組 織 浸 透 性

とそ の実 践 を トップ ・ダウ ンのみの還元主義 アプ ロ0チ よ り も増 高 させ る効

果 を期 待 す る ことが出来 る と思 われ る。
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11)

さい ごに,わ が国の経営理念の最近の研究によれば,経 営理念 には,理 想

としての上位概念か ら実践原理 としての下位概念に至 る経営理念の階層制が

あるとの指摘がある。すなわち企業理念,企 業目的,行 動指針の三つの層か

らなっているというものである。 また,経 営理念の領域性の指摘 もあり,企

業,企 業環境,管 理 ・行動の三つの分野だとしている。た しかに,階 層制が

認 められる場合 もあるが現実の経営理念 と呼ばれ るものには一つの経営理念

にこの三つ全てが含 まれているとは限 らないし,三 つを切 り離 している場合

もあるので画然 と階層的 と言い切れない面があ り,必 ず しも実際的ではない。

しかし他方,領 域性 に関 しては三分野にまとめることは可能だ と思われる。

ただこれ も,一 つの経営理念がその全てを内容 としてカバー しているものば

か りではないことは当然である。 ビジネス ・エシックスの観点か らすれば企

業の存立その ものに関する理念 は,人 間性原理 と社会性原理の両方に根差 し

た 内 容 が殆 どで あ り,企 業 環 境 に 関 す る理 念 は(CooporateEnvir-

omentalismを 含めて)主 として社会性原理に根差す ものであり,ま た,管 理 ・

行動の領域の理念は,主 として人間性原理 に依拠するものであることは縷説

を要 しないであろう。 もとよりビジネスの効率や競争に関 して,経 営理念の

主 として企業 と管理 ・行動の二領域 において誠意努力 と公正維持の内容が強

調されている場合が多い ことは言 うまで もない。なお,こ の誠意 と公正 によ

る競争 を心掛けることはす ぐれて筆者の言 う社会性原理 と競争性原理の均衡

両立に適合 する ものであることを附言 しておこう。

第二章 ビジネス ・エシ ックス と経営労務

ビジネ ス ・エ シックスの基本的 な狙 いは,あ くまで も企 業 経 営 を経 営倫 理

の 重 視 と,経 営 倫 理 に適 う企 業 活 動 の実 現 とに よって進 める ことにあ る と言

える。 その観点 か ら,経 営 に お け る 『労 務 』 分 野 で 具体 的 に何が最 も重要 で

あ り,ま た何 を しな けれ ば な らな い か を考究 す る必 要が ある。
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まず,や や抽象的 レベルの労務理念や労務方針などとビジネス ・エシック

ス との関係 を考 えると,前 章 で述 べた ように経営理念の中で経営 における

"人"の 要素 に触れる部分がかな りあることが明 らかである
。 したがって,人

間性の実現 に向かっての理念内容 も決 して少な くないことが窺 えるが,本 章

ではこうした労務理念や労務基本方針 レベルから一段下がった日常の労務管

理 レベルを中心 に検討することにしよう。

(1)人 間 性 原 理 実 現 に向 けて の 人 事 ・労務 の新思 想 と実践

企業 にお ける"人"の 管 理 に関 し,わ が 国 の場 合,こ の80年 代 か ら90年 代

にか け て,大 きな転 換 期 に あ る こ とは何 人 もこれ を否定 し得 ない と言 うも過

言 ではない。

この一大転換期 は,企 業 人 企 業 の なか で働 く全 て の 階層 ・職能 の人々

についての見 方や考 え方の転換 で ある。 それ とともに企 業 その ものにつ

いての見方や考 え方の転換 で もあ る。後者 については,よ く言 わ れ る よ うに

企 業 が 社 会 的 存在 として,常 に社 会 の 中 で 生 か され生 きて いる ことの基本認

識 が きわ めて重要 であ る。 この単純 明快 な実際の真 理が長 い間,企 業 人 か ら

無 視 乃 至 は軽 視 され て きた歴史 が実 は,今 世 紀初 頭 か ら始 ま った い わ ゆ る企

業の近代 的管理体制 の育成 ・発展 の歴史 で もある と言 える。 この歴史 の中で,

企 業 人 は い わ ゆ る"経 済 人"(Homo・Economics)と して把 握 され,管 理

(Management)の と きに は道 具 として,と き に は担 い 手 と して位 置 づ け られ

て きた と言 え よう。 いわゆ るH・R(HumanRelations)は1920年 代 の ア メ

リカ ・ホー ソ ン実験 を契 機 に20世 紀 前 半 か ら中葉 にか けて,こ の管 理 の た め

の合 理 的 経 済人 の 考 え方 に対 する批判 を惹起 した とはい え,実 際 の経 営 にお

け るH・R思 想 に も とつ く管 理 が 実 は従 来 か らの管理 の効率化へ の寄与 に貢

献 す る結果 となったので はないか。 つ ま り,企 業 経 営 の 中 で人 間 の理 性 だ け

しか見 ない考 えを人 間の感性の部分 に も光 を当てて一般 の市民生活 と同 じよ

うに企業 内で も人 間 を全人 的存在 として把握 す るように説 いたH・Rの 思 想
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も結局 は,企 業の効率向上 に利用 された ものではないかという問いについて

検討する必要があろう、,

H・R管 理の中心 は,労 働意欲の喚起 によって社員のや る気 を引き出 し,そ

れを業務効率の向上に結び付 けてゆ くものであることは周知の通 りである。

人間のやる気は感性に もとつ くものであり,昇 進 ・昇給 ・賞与増な どへの期

待 とつなが り,働 く意欲 をか りたてるわけだが,こ うしたシステムは20世 紀

初頭のアメリカで大流行 した理性に訴 える能率給 システムによる労働能率の

向上方策に次いで用いられた労働能率を高める手段 として位置づけられると
　　ラ

も言えよう。別言すれば,H・R思 想 にもとつ く労働意欲の管理か ら行動科学

にもとつ く目標管理へ と展開された一連の管理活動が,本 当の意味での人間

性原理 による労務管理になっていた と言 えるであろうか。

言 うまで もな く人間性原理にもとつ く人事 ・労務の基本的な狙 いは,何 よ

りも働 く場における人権の確保であ り,働 き易い職場環境の実現であり,労

働条件(労 働時間 ・賃金)な どの向上である。そこで,た とえば,折 角適切

な目標管理制度や能力主義 による報酬制度が実施 されている職場で,過 労死

に準ずるような過重労働 による疾病の発生があれば,そ れは人権の尊重 を無

]3)

視 した労務管理である。 また,い わゆるセクハラによる女性差別 も働 き易い

職場環境の実現がなされていない一つの事例である。 さらに,労 働時間の短

縮 を推進す ることは,人 間性原理による労務管理の主要な柱であるが,そ こ

にはきわめて重要な意義が含 まれている。労働時間の短縮 をより可及的速や

かに欧米水準 に近付 けようとする官民の最近の努力 は,単 に国際批判に対応

すべ く日本の企業人の"働 き過 ぎ"を 抑制するためだけではない。そこには,

社員が企業に拘束 されている時間をより減少させる というメリッ ト,換 言す

れば一般市民 としての自由な生活 を増大 させるというメ リッ トを看過 しては

ならない。 それは,企 業人が企業の拘束性か ら少 しで も多 くの時間解放 され

自由時間 を多 く持てることに価値 を見出す考 え方がその根底 にあるわ けであ

る。つまり企業人=経 済人観の一大転換である。 これはまた,企 業その もの

ビジネス ・エ ンックス と経営理念 ・労務17



別表III人 間尊重 ・個性尊重の人事哲学 に もとつ く人事制度 ・施策

・職種別採用 ・キ ャ リア ・デ ィベ ロ ッ

プ メ ン ト ・プ ラ ン ニ ン

グ(COP)

・ス ピ ー ク ア ッ プ 制 度

(目安 箱 制 度)・障害者雇用の拡大

・カ ウ ンセ リング制 度
・限定勤務地制

・ヒ ュ ー マ ン ・ア セ ス メ

ン ト制 度

・女性の上級管理職登用
・在宅勤務制度

・女性就業支援制度(再

雇用制度 ・短縮勤務時

間制度等)

一

・社内公募制
・キ ャ リア ・カ ウ ン セ リ

ン グ

一

・コー ス別 人 事 管 理

二 専門職制度 ・自己申告制度 ・中高年転進援助制度
一

・職歴の初期段階におけ

る計画的ローテーシ ョ

ン

・自己啓発援助制度 ・ボ ラ ンテ ィア 活動 制度

(ボ ラ ン テ ィ ア休 暇 等)・長 期 リ フ レ ッ シ ュ休

暇 ・研 修 制 度 ・生涯総合福祉施策一

・目標管理制度

・中高年退職準備研修プ

ログラム

・多角的事業展開
・ア プ レー ザ ル ・ア ン ド・

カ ウ ン セ リ ン グ 制 度

(A&C}

・企 業 ベ ンチ ャー

・小集団活動
・組 織 の フ ラ ッ ト化 ・ネ

ッ トワー ク組織 化・敗者復活制度 ・フ レ ッ クス タ イム制 ・

勤 務 時 間 自主管 理制・人事情報 システムの公

開

・組織風土の改革(集 団

主義か ら個性主義 へ)・提 案制 度

が人間の社会生活のための一つの重要な手段 として位置づけられる考え方に

通ずるものである。つまり,企 業や企業活動がそれ自体 目的ではな く,人 間

の・社会生活の充実化が本来の目的であって,そ のための手段の大 きな一つが

企業 と企業活動だか ら,企 業人が企業の拘束時間か らすこしで も多 く解放 さ

れることが歓迎 されるわけである。 したがって,人 間性原理 は旧来か らの企

業人による会社中心主義や企業内外か らの企業第一主義の考 え方を否定する

もの と言えよう。企業人 と企業のあり方を根本か ら問い直 し,人 権 と無差別

の尊重,労 働時間の短縮 などを企業の職場の中で実現 しようとす るものがs

新 しい人間性原理による労務管理の目指す具体的内容 となるわけである。

この観点か ら,人 間性原理の考 え方にもとつ く労務管理の諸制度 としてさ
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らに次の幾つかを挙 げることが出来 よう。すなわち,企 業人の個々の生活の

マイペースをまもることが出来 る方向で価値 のある『在宅勤務制』『自由裁量

労働制』 またそれに近づ く意味での 『フレックスタイム制』の実施である。

労働時間短縮の一方法で もある休 日 ・休暇の増加 もまた自由な市民 としての

自由な時間確保 を可能な らしめ,ゆ とりある生活 を可能 にするという意味で

人間性原理の施策 に適 うもの と言えよう。たとえば,週 休二 日制の普及 と週

休三 日制の導入や一斉長期連休制の推進 などがそれである(別 表lnは これ ら

の他 にもこの方向での各種の人事制度,施 策があることを示 している)。

②"人"の 管理の原点見直 しと倫理教育

人間性原理による労務管理の基本 となる人間観 はいわゆる性悪説ではな く

性善説であると言われ る。そ こでは,誠 実 と信頼が職場 における人間関係の

ベースでなければならない。その意味で,旧 来か らの人事労務管理における

"人"の 管理の大前提が真 にこの人間性原理の思想
に もとついた ものであった

か否かを再検討する必要がある。つ まり人の管理の原点見直 しの必要である。

そ もそも,嫌 々働か されている人間 と喜々 として働 いている人間 との開 きは

奈辺か ら出て くるのであろうか。"や る気"の 有無がその開 きを説明で きよ

う。旧来の管理では,就 業規則や職場の規律や管理監督者の指示,命 令,規

制などによって働か されるのが一般的な労働の姿であって,そ こでは働 く人

の自由裁量や,社 員の自由度 は相当に制約 されるのが通例である。旧来 はそ

うした制約がなければ企業人 は怠惰 になり,働 きやその効率が悪化すると信

じられてきた憾みがある。つまり"人"の 管理の性悪説である。人間は,仲 々

信頼できない存在で監督の手綱 を緩めると働 きが悪 くなるという考え方が基

本 にあるからである。
14}

因 に,筆 者 の言 う旧来 の管 理 基 準 に代 わ る新 しい活性化基準 の五 原則 は,

① 性 善 ・信 頼,② 公 明 ・正 大,③ 信 賞 ・必 罰,④ 適 材 ・適 所,⑤ 支 援 ・指 導

で あ るが,こ の 考 え方 は性 善 説 に も とつ く人 間観 をべ一 ス とす る人間性原理
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の人事 ・労務の原点なのである。 したがって,労 務管理における人の配置や

処遇の諸制度の運用 もこの五原則 に準檬 して行われ ることが望 まれる。

具体的には,た とえば能力や資質 に見合った④のための適正配置 もさらに

一歩進めて①の信頼 ・性善 を加 えて,当 人の意思 と希望の尊重を導入す るこ

と。 これが 『自己申告制』の確立であるが,ま さに人間性原理の実現につな

が るもの と言 えよう。また,た とえば③のための適切 な人事考課制度 に②の

公明 ・正大な運用 を加 える他に⑤ の支援 ・指導を行 えば真に部下の立場 に立

った能力開発制度である。

さて,人 事労務分野において,と くに中 ・長期的観点か らも企業に とって

きわめて重要な 『人材育成』において,21世 紀に向けて不可欠なのはビジネ

ス ・エシックスの教育である。従来か ら,多 くの企業が個人並びに集団の能

力開発 にたい して注力 しているが,そ の大半は業務能力の開発である。従来

か らのいわゆる階層別乃至職能別の教育 ・訓練か ら新 しいケイパ ビリティ開
15)
に至るまで,ま すます多様化する業務遂行能力 を如何 にして社員に具備 さ

せるかに集中している。業務効率の向上 にとってそれ らもきわめて重要では

あるが,そ れらの殆 どはノウハウ教育であって,価 値教育ではない。 これか

らの人材育成 にとっては,価 値教育 もきわめて重要であって,こ れな くして

は真 に経営に役立つ人材 を育成することは難 しい とさえ言えよう。

何故 なら教育受講に励んだ り,上 司の指導を仰いだ りする社員が単に自己

の個人的能力の私的な向上だけを指向 しているわけではな く,会 社の必要 と

する能力向上が求め られていることを承知 している筈であ り,そ れだけに会

社の要請がいかなる価値基準 にもとついてそもそも求められているのかを社

員ひ とりひ とりが熟知することが必要だからである。つまり,会 社の求める

価値が今 日では既述の通 り,人 間性 と社会性 も重視する経営活動であるとい

うことを先ず充分に知悉することが肝要 となる。その上で,そ のためには日

常の経営管理諸活動の中で どうすればそれが実現できるかのノウハ ウを含め

て能力の開発育成することが求められるのである。
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前述の経営理念や経営方針 ・行動指針などに明示 され,伝 達 された人間性

と社会性の重視の思想が往々にして,組 織活動の実践 レベルに実現定着 しな

いの も,一 つには,こ の教育活動 において単 なる業務効率向上のみからのノ

ウハ ウ教育に終始 しているからであると言えよう。換言すれば,折 角経営理

念レベルで四原理価値 システムを指向 しなが ら社員教育では,相 変わ らず効

率性 と競争性にのみ資するノウハウ能力の開発 しか進めない とい う非一貫性
16}

が是正 されなければな らない。

最近,経 営理念教育を計画的に進めている松下電気産業の事例は,こ の非
i7)一貫性 という乖離 を埋 めるための実践的な教育 として注目に値する
。同社 は,

『経営 に必要な人材の育成』を社員教育の最大のポイン トに据 えている。 した

がって,各 種の基礎研修 も経営理念セ ミナーを軸に展開 されている。その理

念 を実践する手段 としての各種の業務能力研修 も含めて同社の社員教育体系

は,経 営理念の社員への明示一伝達一理解一実践が一貫 システム として行わ

れていると言えよう。同社の経営理念 は既 に一部触れたようにビジネス ・エ

シックスを充分 に踏 まえた内容 となっているから,経 営理念の社員教育は社

員への経営倫理教育で もあるわけである。

同社の優れているのは経営理念の実践 と全社員の業務能力開発 とを有機的

に関連付 けて,わ が国の多 くの企業 にみ られる経営理念 と実際の業務活動の

乖離 を皆無 にしようとしている点であろう。因に,こ の方向で徹底 した努力

を重ねているのが日本IBM社 である。同社 は,米 国IBM社 に倣 って,経 営

倫理に最 も積極的な経営管理を行 っていることで有名であるが,同 社の倫理
　

行 動基 準(BusinessCondustGuideLine)の 社 員 へ の周 知 と遵 守 の徹 底 ぶ

りは模 範 とすべ きもの と言 えよ う。た とえば,入 社 に際 して 全社 員 が倫 理 行

動 基 準 遵守 の誓 約書 を提 出 させ られ,そ れ を一 年 毎 に更 新 され る ばか りか,

同 基 準 に関 す る研 修 を コ ンス タ ン トに実施 し,つ ね に社 員 が 業 務 活 動 にお い

て反 倫 理 的行動 を とらない ように組織 を挙 げて,相 当 の 努 力 を傾 注 して い る。

社 員 個 人 の倫理観 の育成 を組 織がか りで徹底 して行 う ことは,組 織 自体 の倫
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理性 も高め られることは当然であるが,そ れはまた,組 織 自体が倫理的価値

判断を優先させていることの証左で もあると言 えよう。

③ 効率性原理 との均衡的両立 とチェック体制

人間性原理が企業経営の諸活動の中で効率性原理 と衝突す るようなケース

が現実 に間々あ り得ることは前論文で既に述べた。つまり,両 原理間には相

反的関係 にな りがちな傾向があるわ けである。何れかの一方を立てれば他方

が成 り立たない関係は,日 常の各職能 ・各階層における意思決定 において屡々

企業人によって経験 されることである。人事 ・労務分野で人間性の尊重を強

く推進す ることが,従 来か らの効率性の減少につながる恐れのある事例は,

およそ枚挙 にい とまもないほどである。 しか し,だ からと言って,両 原理 は

既述の通 り,こ れか らの新 しい経営 として何れも必要 とされるか らには,そ

の相反関係を調整 ・克服 して均衡的両立関係にしなければな らない。四原理

価値 システムの中の他の二原理である競争性原理 と社会性原理の間にも同 じ

ような相反関係があ り,こ れ も調整 ・克服 して均衡的両立関係にしなければ

ならない点では同様である。因に,競 争性原理は主 として企業外の取引など

で発現 されるとはいえ,企 業内においてもあ り得る。つまり,旧 来の人事管

理において効率性原理 に資するため競争性原理が意図的 に用いられ結果 とし

て人間性原理か らみて好 ましくないケースもあ り得た と言 えよう。た とえば,

社員間を競わせて業績 を上げさせ るために競争 を扇動するケースであり,そ

の結果,確 かに効率 は上昇するが,競 争激化 による疲労困態,足 の引っ張 り

合い,情 実利用などおよそ前記の人間性原理 による人事 ・労務管理か らみて

反人間性の状況 を招来することもあった。 したがって,競 争性原理は,反 社

会性であると同時 に反人間性 にもつながる可能性があると言 えよう。

さて,相 反的関係を均衡的両立関係に転換 させ るに当たって,既 に経営倫

理学の基本課題 として述べた 『ヂレンマ論一バ ランス論』の観点か らも検討

してみよう。

22国 際経営論集No.81995



人間性原理 と効率性原理の両原理間の相反的関係 を知覚すること自体が き

わめて重要であ り,こ れが経営倫理実践の第一歩である。 そこか ら両原理間

におけるヂレンマに苦悩する意思決定権者が初 めて生 まれると言えよう。 ま

さに 『ヂ レンマの知覚な くしてビジネス ・エシックス無 し』 というも過言で

はない。両原理の価値の相反性が生ずる場合の最終的意思決定において,効

率性原理 を優先 させれば,折 角の人間性原理の価値 は後退 して企業経営 にお

ける人間性の無視や軽視を齎すこととな り,新 しい時代の要請に反 して旧来

からの効率性原理中心の価値基準が罷 り通 って了うことになる。逆に人間性

原理の価値 を優先 させれば,効 率性原理が減退 し経営 として望 ましくない非

能率,低 生産性の企業経営になりかねない。 したがって,意 思決定権者は両

原理の価値的板挾み とな り苦悩するわけで,こ の苦悩がないことは,多 くの

場合 旧来からの価値観で割 り切 り押 し通 して了 うことを意味するか ら,ビ ジ

ネス ・エシックス的な価値判断 をしていない こととなる。

人間性原理の人事 ・労務 における基本的狙いが前記 した ように,人 権 ・無

差別の尊重や労働時間拘束か らの解放の可及的増大化 による社員個人ペース

の増加の確保 などにある以上,両 原理間の調整 ・克服 において何 よりも留意

すべ きことは,こ の基本的狙いに反 しない限 りでの効率の向上 を図る方途 を

見出すことである。つまり,人 間労働へのシワ寄せ を回避 しなが ら労働の生

産性 を高める方途の追求であ り,い わゆるOA化 ・機械化 ・自動化 ・ロボッ

ト化 ・省力化など一連の合理化措置 もその一部であるが,労 働のや り方やや

らせ方の面での人間性への配慮の有無が大き く問われなければならない。よ

く少数精鋭主義による効率性確保が言われるが,少 数になったために1人 当

た りの労働超過がより過酷 となって了 うケースは超長時間労働化や個人能力

の限界超越労働化 などの現象を惹起 し,人 間性原理の基本的狙いを阻碍する

恐れが多い。 また,最 近の不況の中で,し ばしば,バ ブル後遺症を治癒すべ

く経営ス リム化 を目指す現有人員削減措置は,余 程のことがない限 り行えな

い最終的な手段 と考 えるべきであり,今 後 は決 してこの安易な方法に飛びっ
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いてはならない。た とえぼワーク ・シェア リングや一時帰休や配転 ・転職紹

介など削減や切捨ての代替方途 を徹底的に探究するばか りか,業 績回復のた

めの経営事業のイノベーションを中心 とする積極的方策展開の中で吸収する

中 ・長期的努力 も怠ってはならないことは言 うまでもない。人事 ・労務施策

は"人"の 取扱いを通 じて企業の信用評価に直接的に反映 される場合が多い

だけに,人 間性原理に トコ トンまで配慮する経営の姿勢がない と社員の本当

の協力や労使間の協力体制の構築 にこと欠 く恐れがあると言えよう。つ まり,

経営の中 ・長期的観点 も視野 に入れてみると労使の不信 ・反目の禍根を作 ら

ないことに価値優位 を置 く現在の意思決定が望 ましいわけである。

さいごに,両 原理間のヂ レンマを感 じて苦悩 した り,そ の間の均衡的両立

を図るために工夫 した りする努力 とその結果について,当 該個人 として自ら

チェックして反省 と改善 に資することは,と くに経営 ・管理者 にとって当然

成すべ きことである。 しか し,そ れだけでな く経営組織 として,こ のチェッ

ク機能 をシステム化 してお くことも経営倫理の実現 にとって肝要である。既
19)

に前論文 の"お わ りに"で も触 れ たが,こ の チ ェ ッ ク シ ス テム を ア メ リカで

は多 くの大企業が確立 してい る。 多用 されてい るの は,い わ ゆ る委 員 会 方 式

の"CompiianceComittee"(規 制 遵 守 委 員 会)で あ り職 制 分 掌 で 担 当す る場

合 は,法 務 関係 部 門 中 心 が 多 い よ うで あるが,こ れ らの 組 織 に お け る期 待 さ

れ る機 能 は経 営倫理 の観点 か ら,法 律 ・規 制 な どの 社 会 的 な一 般 ル ールに違

反 す るケー スが企業 内外 にお ける経営活動 において存在 しないか否 か をチ ェ

ックす る ことが主で ある。企 業 自体が 自 らの経営活動 を自己 チ ェックによ り

自主的 にコ ン トロールす る体 制 を持 つ ことは,経 営 倫 理 を組 織 ぐるみ で 実現

しよ う とす る場合,不 可 欠 の要 件 と も言 え よ う。 ビ ジネ ス ・エ シックスが企

業人 の個 人倫理 のみに任せ られ るのではな く,組 織 と して 日常 活 動 の 中 にチ

ェ ックの機能 を制度化 してい るアメ リカの多 くの企業 に比 べ,わ が 国 の場 合

は,Compliance委 員会 の ご と き機 関 も殆 どな く,職 制 上 も特 定部 門 に この チ

ェ ッ ク機能 を恒常 的 に担 当 させ る例 もきわ めて少 ない現状 は,い わ ゆ る組 織
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倫理の必要性にたいする認識が著 しく遅れていることを示 していると言えよ

う。 したがって,縷 説 した四原理価値 システムの思想的確立 とその実践的構

築や原理間の相反性の調整 ・克服を通 じた均衡的両立の実現のための運用 と

並んで,経 営倫理状況の自主的なチェック体制の確立 はわが国企業に とって

今後の重要な課題であろう。

第三章 自己制禦 と共生の理論

経営倫理学の中心的な課題の一つ としての 『個人倫理の限界 と組織倫理の

必要 性』 については,現 代企業 におけるビジネス ・エシックスの実現にとっ

て企業人個々の個人的な倫理観 にのみ依存するだけでは不充分であって,い

わゆる個人倫理の限界があること,し たがって また経営組織の枠組み と運用

の中でビジネス ・エ シックスが実現 され易いような経営 システムを構築する

必要があることを前論文でも述べた。その具体的な姿 としては前章 までに述

べたごとく経営理念 における経営倫理的な価値基準の確立 と明示 ・伝達 ・理

解による実践への結び付けの体制確立,ま た人事 ・労働諸制度 における人間

性重視の観点からの改廃 ・新設な ど,ビ ジネス ・エ シックスの実現に相応 し

い関連諸制度の整備 とその適正なる運用が組織倫理 として求められているわ

けである。つまり,前 論文で も触れたごとく企業経営における最低の経営倫

理が 『遵法』であることも含めて,個 人 と組織の両面の倫理を追求すること

が きわめて望 ましいと言えよう。

次に 『ヂレンマ とバランス』に関 し,前 述の通 りビジネス ・エシックスの

第一歩はヂレンマの知覚か ら始 まるだけに,相 反的価値関係の間でのヂ レン

マの認識か らスター トし,そ のヂレンマの調整 ・克服に向かって努力 し,最

終的に両相反的価値間の均衡的両立であるバ ランスを実現することが強 く望

まれる。因にこのヂ レンマ ・バランス論 も個人の意識 レベルでは もとより,

組織 レベルで も実現 されることが求められている。組織 における諸制度の整
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備運用においても全体的なバランスを維持 し,偏 椅なき価値関係 を実現で き

ることが好 ましいことは言 うまで もない。前述の通 り四原理価値 システムの

均衡論 はまさにそれを指向 しているわけである。

そこで本章では,ヂ レンマ ・バランス論 とともに経営倫理学の もう一つの

中核的課題 と思われる 「自己制禦』 と 『共生』 について述べることとするが,

それに先立って四原理価値 システムにおける前述の相反性 と並んで重要な相

補性の関係 について触れてお こう。

q)四 原理 システムにおける相補性

前述 した ごとく四原理 システムの運用の目標は効率性原理 に対 しては人間

性原理を,競 争性原理に対 しては社会性原理 を,夫 々対等に重視する企業経

営が望 ましく,そ こでは夫々の原理間の 『相反的関係』を調整 ・克服する均

衡化(バ ランス化)が 肝要 となる。つ まり,ビ ジネス ・エシックス実現の第

0歩 であるヂレンマの知覚の前提 として 『相反性』があ り,そ れ故に,経 営

倫理的価値判断が問われ ることになる。その意味で両原理間の 『相反性』 は

きわめて重要な関係であると言 えよう。 ところで四原理価値 システムにおけ

るもう一つの重要な関係 に 「相補性』があることを指摘 しておかなければな

らない。それは,旧 原理 と新原理の夫々の中における原理間の関係である。

具体的には,効 率性原理 と競争性原理の間の関係であ り,ま た人間性原理 と

社会性原理の問の関係である。前者における二つの原理間には往々にして相

互 に補 い合 う関係があ り,い わゆる効率的経営が競争優位 を齎 した り,市 場

における競争に優れていることが生産効率 を高めた りすることは言 うまで も

ない。 また,前 記 したようにた とえば生産効率を高めるために社員間の能率

を競わせ ることもある。 これ も効率性 を高めるために競争性が役立つ事例 で

あるが,逆 のケースもあり得 る。販売員の業務効率の向上を追求す ることが,

競争性の向上 という形で販売増につなが ることもその一つであろう。 したが

って,効 率性原理 と競争性原理の間には相補的関係があり,両 者 は決 して相
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反的でな く,む しろ同方向の価値 を目指す原理 として相互 に・補い合 う関係 と

み られる。つぎに後者の人間性原理 と社会性原理について も同 じように両者

　の

間には相補的な関係がある。前論文で もすでに述べたように両原理間 に有機

的関連のあることは,そ もそも社会が人間集団であることにより明 らかであ

る。厳密に言えば,社 会性原理の考え方の中で高い価値の置かれる対象の中

には,原 生 自然 としての地球 も当然に含 まれることから,そ の対象 とする社

会 とは人間集団 と地球 ということになるが,地 球問題 も畢境するに 『人間』

の生存 と発展 という視野で検討 されるので,そ の限 りでは人間問題 と深い関

連があるとも言えよう。人間性原理が人権の尊 重か ら始 まって,究 極的には

『人間 らしさ』の実現を指向す るものである以上,人 間性原理が社会性原理 と

相反的関係 になる可能性 は殆 どな く一般的に価値的な同一方向を指向する関

係にある。企業 による反社会性行為 を抑制することは,人 間社会 にとってプ

ラスであ り,ま た企業が社員の取扱いにおいて反人間的措置 を構ずることは,

社会的にも好 ましからざる行為であることは言 うまで もない。その意味で両

原理間には決 して相反的関係はあ り得ずむ しろ相補性があると言 えよう。

そ こで,こ れ ら新 ・旧夫々の中の両原理の間における 『相補性』的関係か

ら両原理 を一体化 して纏めてみることも可能である。つまり,人 間性原理 と

社会性原理の間の相補的(同 調的 ・同方向的)関 係 をべ一 スとした両原理の

ドッキングを 『経営公共性』 と呼び,効 率性原理 と競争性原理の間の相補的

関係 をべ一ス とした両原理の ドッキングを 『経営経済性』 と呼称することが
21)

で きる(別 表W参 照)。 『経営公共性』は従来屡々企業の社会的責任論な どに

登場するr企 業e社 会的公器』説に近いコンセプ トであって,元 来,企 業が

私的財産 をべ一スに運営されているとはいえ,社 会的存在である以上は,"公

に"つ まり"社 会的に"認 知 されている存在であるか ら人間性や社会性 を重

視 し,『 公器』としての使命 と役割を担 うべ きだ という思想に根差す ものであ

る。他方,『 経営経済性』は効率 と競争によって利益増大化 をはかる経済合理

性の追求思想であることは言 うまで もない。効率性 と競争性 を高めれば最大
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別表IV『 経営経済性」と 「経営公共性」の関係図

経営経済性

性

▲
T

ー
補相

効率性 ・ .競 争性

相

反

0

性

相騨

社鮒 ← 一†一→ 燗 性

経営公共性

の経済的成果を実現することになるという点で 「経営経済1生』は私企業の根

源的な特徴 を表すコンセプ トであ り,そ れは明 らかに現代の企業経営が求め

られている基本的な目標 を端的に明示するものである。 したがって,両 コン

セプ トによって表 される両思想が,こ れか らの企業経営にとって必要のもの

と言 えよう。因に 『経営経済性』 と 『経営公共性』 との問には恰 も効率性原

理 と人間性原理の間や競争性原理 と社会性原理の問における 『相反性』 と同

様 に相反的関係がある。 したがって,両 コンセプ トの間において もこの相反

的関係 を調整 ・克服するための努力 とそれによる両 コンセプ ト間の均衡的両

立が望 ましいことは言 うまで もない。実際の現代企業 に求め られる理想像 は

まさに,こ の経営における経済性 と公共性が共 にバ ランス良 く実現される状

況であることは,今 日,何 人 も否定 し得ない ところであろう。

28国 際経営論集No.81995



② ビジネス ・エシックスにおける 「自己制禦』の意要性

前記の経営労務 におけるビジネス ・エシックスの実現 を例に とってみれば

『人間性原理』の重視 を中心 として 『人間 らしさ』が経営において具現 される

ことが経営倫理的に好 ましいことはすでに触れた。そこでは人の取扱いにお

ける 「空間』 と 『時間』の自由化によってそれが実現 される場合が多い とも

言えよう。つまり,旧 来か らの企業内の職場 という 『空間』 と就業規則 によ

る時間拘束 という 『時間』 との二つを,か な り制約的に管理する考 え方か ら

その制約 を自由化する考え方による管理に移行 させることによって,企 業 に

おける人間性重視が実現 されつつあるわけである。職場空間は,従 来か ら販

売活動で企業外 を飛び廻 る販売社員 にとって必ずしも固定的 ・拘束的なもの

ではなかったが,生 産現場の社員 といえども最近 は従来に比べ一定の職場だ

けに固定配置 されるケースがやや減少する傾向にさえあると言えよう。た と

えば最近増 えつつある国際化の進展に伴 う海外派遣や好,不 況による他社派

遣,さ らには多能工化 に向けての頻繁なジ ョブ ・ローテーションなどもその

理由である。つまり,こ れ ら社員 にとって職場は必ず しも旧来のような拘束

的な固定空間ではな くな りつつある。 ときには,上 司が不在の場合す らあ り

得 るというまさに往時には考 えられない職場管理態様の場合 もある。た とえ

ば海外派遣の熟練技能工にとって現地における上司は存在 しない し,助 勤制

度による短期応援派遣先の職場 には仮 りの上司 しか存在 しない。かか る状況

を直視するとき,旧 来の管理 ・監督者による職場の 『人』の管理のあ り方 も

旧態依然 とした空間固定的な上下関係の管理を持続するだけでは,現 実に適

応 し難いケースも間々発生するであろう。つぎに,仕 事時間 について言えば,

すでに縷説 した ようにフレックスタイム制か ら在宅勤務制 ・労働時間自由裁

量制に象徴 されるように,時 間的な拘束から解放する自由化が進行中である。

つ まり,労 働時間に関する企業による規制管理か ら社員による自主管理へ と

移行せ ざるを得ない状況である。

したがって,こ れか らの経営労務 は空間 と時間の管理 に関 して旧来か らの

ビジネス・エシックスと経営理念・労務29



固定的体制か らいかに脱却 して,弾 力的体制に切換 えるかのいわば根本的な

管理改善の追求が重要課題 となると思われる。

そこでかかる空間 と時間の自由化が進めば進 むほど,言 い換 えれば人間性

重視のビジネス ・エシックスにもとつ く経営労務 になればなるほど 『自己制

禦』(Self-Contro1)が きわめて重要 となることを看過 してはならない。要約

するとその理由は次の二つである。①何 よりも空間 ・時間的に常 に監視 され

なが ら働 く状況が減少するため,社 員ひ とりひ とりが他律的な労働か ら自立

的な労働へ,他 人の監視 を意識する労働か ら自主的な労働へ,言 い換 えれば

管理 される労働から自らを管理する労働(Self-Management)へ の転換が企

業 にも社員 にも求 められるようになること,② 上記① とも関連す るが近時の

能力主義化の流れに沿った業績 中心の能力評価が この空間,時 間の自由化の

進行 に伴ってより一層増加することになるが,各 社員 に対 して自らの業績 に

責任をもって取 り組み業務の成果 を挙げることが強 く求 められている。その

ためにも,各 社員は自らの全生活 を責任 もって自主的にコン トロール し,持

てる能力の発揮 を自らの成果 に結び付 けることが ます ます必要 となる。なお

近時,企 業が社員 に求めているいわゆる大小様 々の創意工夫や創造性発揮 も

この自主的な姿勢,目 標 に向かっての自らの言動 に関する自己コン トロール,

そして主体的な発想などがベースとなって可能なことは言 うまで もない。

そもそも経営倫理に とって,自 己制禦 は社員個人 レベルで も組織 レベルで

も共に必要な機能であるが,従 来か ら伝統的に個人倫理中心に 『自己制禦』

が重視 されてきた と言 えよう。た しかに個人の倫理の確立に とって何 よりも

『自由』は 『責任』を伴 う立場か ら自らが恣意放漫に走 らぬように自らを自律
22)

性 をもってコントロールすることは最 も基本的な要件である。それだけに,

これについて古今東西のi大 な研究蓄積がこれ までなされてきた し,こ の自

己制禦機能は個人倫理の実現に不可欠の ものである。経営倫理 において も,

自己制禦機能は組織内の個人 に期待 される社員個人倫理の実現にとって不可

欠ではあるが,現 代企業が この個人倫理レベルの自己制禦だけに依拠 してい
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別表V経 営における人間性/社 会性に関する主要具体項目例示衰

・過労死 ,準 過 労死

・超長時 間労働

・サ ー ビス残業

・差別待遇

・人種差別

・年齢差別

・性差別

・身障者差別

・不当労働行為

・労働時間短縮の推進

・自己申告制

・フレックスタイム制

・介護休暇(有 給)

・ボ ランテ ィア休 暇(有 給)

・ゆ とりと豊 か さライフ

・職住接近

・単身赴任の廃止

・独禁法違反(談 合 ・取 引制 限)

・利 益誘導型献 金

・外 国人不法就労

・総会屋(暴 力)と の癒着

・武器輸 出等不正 取引

・廃棄物投棄 ・PL責 任 回避

・公害垂れ流 しの被害 者救済拒否

・地球環境破壊

・監査役機能の強化

・企業行動倫理委員会の設置 と充実

・企業行動憲章の制度 と社員研修

・公害防止 ・環境保護の積極化

・社会貢献活動(メ セナ ・フ ィラン ソロ ピー)

・社 外 ボラ ンテ ィア活動 への物心の支援

・情報公開の推進

・社会 ・地球 との共生歓迎

て,果 して経営倫理 を全体(組 織)と して功 く実現 し得るか と言 えば,そ れ

には前記 したごとく自ら限界があると言わざるを得 ない。 したがって,組 織

その ものの倫理 もこの観点か ら問われなければならない。言 うまで もな く,

A・ ス ミスか らM・ ウェー一バーに至る多 くの学者,研 究者 は個人の倫理が組

織人 として充分 に実現 されることが可能であ りiま た,そ うなれば近代資本

主義企業 という組織 も倫理的 に経営 されるとい う前提があったように思われ

る。 しか し,現 代の資本主義企業では必ず しも彼等が考えた ようにはゆかな

い ところに,個 人倫理の限界があ り,経 営倫理学 として組織倫理論 を考究 し

なければならない理由があると言えよう。 この点に関 して,奥 村宏氏や間宮
2,3)

陽介氏 の最近 の指摘 か ら も明 らかな よ うに,20世 紀 の現 代 資 本 主義 の 最大 の

特 徴 は,証 券 の 大 衆 化,〈 所 有 と経 営 の分 離 の進 行 〉に よって『法人 資本主義』

の企業 を現 出 させ てい る。 したが って,法 人 自由 主 義 に よ る企 業 権 力 の 自己
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拡大が懸念 され るわ けであ り,A・ ス ミスやM・ ウ ェー バ ー の 時代 の 個 人 資

本 主義 企業 く所有 と経営の本格 的分離以 前〉 とは本質的 に異 な る もの とみな

けれ ぼな らない。 そ こで,組 織 として現 代 企 業 が,自 己 制 禦 機 能 を組 織 の 中

に ビル ド ・イ ンさせ るこ とが経営倫理 の実現 に とって不 可欠 となる。

具体 的に は,企 業 な い し企 業 人 に とって"や っ て は な らな い こ と"を 明 確

に認 識 させ,実 行 させ る こ とで あ るが,そ の 具 体 的項 目事例 は前 論 文 で触れ

た 『反人 間性 と反社会性 の諸項 目』(別 表V参 照)を 自己 制 禦 に よ って禁 止 す

る こ とで ある。 その ための制度 的措置 としてすで に前章(3)で 述 べ た次 の二 つ

の 実 施 も挙 げ られ る。 その一 つ はCodeofConduct(行 動 憲 章)の 制 定 と周

知徹 底 で あ り,他 はComplanceCommittee(規 制 遵 守 委 員 会)の 措 置 と活 用

で あ る。 前 者 は反 人 間性 ・社会性 の行 動 を企業 として起 こさない こ との明定

であ りその伝 達で あるが,こ れ を遵 守 す るた め に企 業 自身が 自 らチ ェックす

るた めの機能 システム として後者 の設置が あ る。 つ ま り,後 者 は,行 動 憲 章

の 周 知徹 底 が 本 当 に 図 られ,経 営 倫 理 が実 現 され る よ うに企 業 自身が 『自主

的 に 自己 コン トロール』 す るシステムの有 力 な一 つ とい うことが出来 よう。

因に,ア メ リカ の大 企 業 の大 半 が 両 者 を所 有 し,前 述 の企 業 の社 会 的 公 共 性

促 進 の観 点か らも有効 に使 われて いる ことはsわ が 国企 業 も大 い に参 考 とす

べ きで あろ う。

(3)ビ ジ ネ ス ・エ シ ッ クス と 「共 生 」 の理論

『共生』 とい うコンセプ トがわが国 において一般的 に多用 され るようにな

ったの は,最 近 の こ とで あ るが,こ の コ ンセ プ トは,必 ず し も最 近 しば しば

用 い られ る地 球環境 との共生 に限定 される もので はない。 これ を広義 に考 え

れ ば,他 人 との 共 存,他 社 との共 存,企 業 の ス テ イ ク ホル ダー ズ との共存,

また 社 会 との共 存 も全 て含 まれ る広範 な もので ある。個人 の倫 理 における最

も基本的 な コンセプ トの一 つ として,「 共 生 』 が きわ め て重 要 で あ る ことは,

古 くはA・ ス ミス の 『共 感 』(Sympathy)に もみ られ る通 りで あ る。 つ ま り
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他人への思いや りや配慮 もこの共感 をべ一スとするものであ り,共 生思想の

原点 は人間の共感 にあると言っても過言ではないであろう。因に前記の 『自

己御禦』が基本的に人間の理性 にもとつ くものであるのに比べ,こ の 『共感』

は人間の感性をべ一 スとするものであ り,そ れだけに人間のより本性的な共

通の感情 とで も言 うべ きものである。そこで,こ の共感 にもとつ く 『共生』

の思想 を個人倫理 レベルだけでな く,組 織倫理のレベルで も適用することが

求められるが,他 への同情,同 感,配 慮の組織 における実現は,い わゆる『他

との共存システム』の確立である。 その場合の 『他』 とは企業内の同僚 ,上

司s部 下 という従業員並びにその集団であることもあるし,株 主,取 引先(顧

客,金 融機関,仕 入先など)を はじめ,地 域社会の住人,自 国民,他 国民,

さらに地球な どを包含するものである。 したがって,共 生の思想 は,企 業 と

いう共同体の運営において もまた地球環境 との調整 において も,常 に必要不

可欠の ものである。他 とのいわゆる共存共栄が夫々の場において達成できる

ような経営 システムが可能 となること,換 言すれば,共 生の思想による諸々

の他 との共存が可能 となるシステムづ くりが求められるわけである。経営労

務分野でた とえれば,労 使協力はもちろん,職 場集団における社員間の協働

体制(TeamWork)職 場間の協力体制な どの確立が挙げられる。経営取引分

野では最近のCS(消 費者満足)重 視のシステムづ くりや外国 を含めた同業他

社 との公正競争のシステムづ くりなどもその例であろう。地球環境 との共生

問題 もそうだが,こ れは多 くのわが国企業でも最近経営の重点課題の一つ と

して認識され始めているが,企 業 にとって どの ような具体的なシステムづ く

りが可能であるかが今後の課題である。 このように経営の様々な分野で進め

られるシステム化が真 に共生の思想に もとづき構築 されて,共 存 ンステム と

して適正な運用が図 られることが期待 されている。因に最近のいわゆる共感

マネジメン トの提唱 とわが国におけるその実施企業磯 つかの事移1は注目さ

れ るが これ も広 くは,共 存 シス テ ム と言 え よ う。

と ころで,共 生 思 想 に よる共 存 シス テ ム を考 える場 合 に最 も基本 的な次 の
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二つの留意点 を指摘 してお こう。 その第一はy組 織集団 とその構成員個人 と

の関係 についてである。集団における共存の場合,構 成員個々人同士が協働

関係 になることは当然だが,そ の協働は個人の確立 を前提 とした集団内の協

力 ・協調である。 しかし,と か く共存 システムの奨 めは,わ が国企業の場合,

集団主義的価値観が強調 され易い土壌が残 っている場合が多いだけに個人の

確立が軽視 される懸念がある。旧来からのわが国企業 におけるいわゆる会社

第一主義や企業優先主義の思想 は,実 は,こ の集団主義的価値観 に根差す も

のであ り,会 社のためな らその集団構成員である社員の個人 としての立場を

無視及至軽視 して もよい とする暗黙の了解が前提 となっていた と言 えよう。

集団の価値が個人の価値 を上廻 る考 え方では,個 人 は集団に従属するもの と

して位置づけられ,個 人の犠牲の下で集団が成長,発 展する恐れ もある。 し

か し,集 団の繁栄が構成員1人1人 の人間 らしさや人間 としての幸福追求の

ためにも役立つべきものであるという価値観 であれば,個 人が集団に無視乃

至軽視 された り埋没 されることはあ り得ない。企業 という集団 と個人 との関

係 は,共 存 システムづ くりにおいてきわめて難 しい問題ではあるが,組 織内

個人の取扱いにおいて人間性原理 にもとつ く経営倫理の価値観が確立されれ

ば,集 団主義の弊 を防除することが可能 となろう。

第二の問題 は,利 他主義 と利己主義の問題である。元来共生の思想は,利

己主義 を排除するものであ り,自 己中心で他 を顧みない考 え方の否定の上 に

成 り立 っている。 したがって,共 生思想からすれば,企 業が企業優先 ・企業

中心主義をとることは,企 業の自己否定 につながるものである。現に,企 業

の地球環境 との共生 は,企 業の利己では到底対処で きない問題であるが,同

時に中 ・長期視点 に立 ってみれば共生思想によって企業 は利己抑制すること

が結果的には,自 らの利 とも適 うこととなる。その意味で共生思想の実現の
25)

ため に前記 した 自己制 禦機 能の発 揮が必要 なのであ る。 したが って,共 生 と

自己制 禦 とは,企 業 に お け る ビ ジネ ス ・エ シ ッ クスの実現 に とってきわ めて

重要 な思想 と方法 であ る とい うこ ともで きよう。
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さて,共 生の思想にとって利己主義の否定が即 ち利他主義のみの肯定につ

なが らないことも留意 されるべ きである。たしかに,地 球環境問題をはじめ,

社会 との共存 を目指 しての企業によるいわゆる社会貢献活動 にしてか らが,

一見
,他 への配慮にもとつ く共生の思想 に適 う企業行動ではあるが,こ れは

新 しい時代 における企業の存立条件 として企業が主体的にかかる行動 をとる

ものであって,決 して慈善団体の社会活動 と同一視すべ きものではない。結

果的に利他 となることはあっても,企 業は企業に課せ られた社会的使命を全

うす るための活動 として これ らの行動を積極的に進めるべきものである。そ

の意味では,そ れ は四原理価値 システムにおける社会性原理の実現 という位

置づけによって進 められるべ きものであって単 に利己が拙いから利他 という

発想 によるものでないことは雷 うまでもないであろう。 したがって,企 業の

社会や地球 との共存 は,中 ・長期的にみて企業の企業 によるサバイバル戦略

だと言 うこともできよう。

26)
さいごに,よ く 『共生 はカルテルの別名』 と言われ るが,共 生が同 じ利益

を有する仲間同士の結束によって他 に対処 して自己の利益を確保するために

カルテル的行為 を行 うとすれば,そ れは共生の動機が利己的であって,洵 に

好 ましからざる共存 システムに堕す るわけである。つまりaあ るべ き共存 シ

ステムの構築 と運用 は利己的動機 を排除 し,結 果的 に利他 を図る自制が必要

とされ ると言えよう。

なお,企 業の共生の対象 として①従業員,株 主,取 引関係,消 費者等 との

共生,② 自然環境,社 会的環境 との共生,③ 海外 との共生の三っを挙げ得 る

(経団連 『共生に関す る検討委員会』による)が,そ の中で③の海外 との共生

をいかに進めるかは,政 府 レベル,企 業 レベル,消 費レベルの利害が必ず し
27)

も一致 しないので合意形成が難 しい面が多い。
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第 四章 国際化時代 とビジネ ス ・エ シ ックスの評価

21世 紀へ向けてます ます増進する国際化の時代においてわが国企業の国際

化,と りわけ海外企業進出が増嵩することは不可避の趨勢であるが,そ れが

グローバルな展開になればなるほど進出先の地域や国が多様化することにな

る。そこで,ビ ジネス ・エシックスはこうした多数の地域や国を越えて共通

するものなのか,そ れ とも地域や国によって異なるものなのか。 さらに,同

じ地域や国であっても時代によって異なるものなのか という点 はわが国企業

にとって,看 過 し難い重要な問題である。つまり,わ が国において通用する

経営倫理の思想,た とえば,こ の四原理価値 システムの考え方が東南アジア

や中国で も適用 され得るのか,適 用され得ないとすれば,そ れは どの部分で,

しか もそれの将来 に向かっての近 ・遠の見通 しはどうなのか と言 った問題 は,

グローバル化す る企業に とって事業戦略や経営管理 を左右するきわめて重要

な基本的課題 ともなるわけである。

(1)成 熟化 社 会 に お け る ビジネ ス ・エ シ ックスの比重増大
　む

すでに前論文において も述べた通 り,1980年 代の後半 には,わ が国の経済

が成熟化 し,し たがってまた,わ が国がいわゆる成熟化社会の時代 となった

と言 えるが,よ く考 えてみるとそれだか らこそ,欧 米先進諸国 と同 じように,

企業経営 におけるビジネス ・エシックスを問題 とするようになってきたわけ

である。

第二次大戦の敗戦によるゼロか らの出発か ら復興 ・成長 によって欧米先進

諸国に追いっき追い越 してきたこれまでの約半世紀弱の時代 には,国 家経済

の要請に適 う企業経営の成長 ・発展を最優先にするという政府 ・社会 ・企業

共通のビへ一ビヤmが 価値優位であった ことは否定で きない。 しか し,経 済

大国=成 熟化社会 になった今 日では,欧 米先進諸国が何年 も以前 に経験 した
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ようにわが国は経済や企業中心の時代か らs文 化や社会重視の時代へ と明 ら

かに移行 しっつある。 この時代の変化 を無視乃至軽視することは,わ が国の

経済 も企業 も国際化時代の進展 とともにますます世界の中で存立 し難いこと

を意味する。

したがって,わ が国企業の場合 は,何 よりも,欧 米先進諸国の企業 と共通

の基盤に立 った価値観 を持つ ことが必要 とされる。その共通基盤 は,要 約的

に言 うと,企 業経営 における人間性 と社会性の重視である。欧米先進諸国の

企業が既に当然の考 えとして具備 している人間性 と社会性の重視 は,わ が国

企業では必ず しも"当 然"の ことではなかった。むしろ前述のように,効 率

性 と競争性重視であ りそれ らの追求上,必 要最小限度の修正 を余儀な くされ

ることはあったが,そ れ は決 して主 として効率性 に対 して人間性 を,競 争性

に対 して社会性を対等 に重視 しようとする改変ではなかった。 したが って,

筆者の言 う旧来か らの二原理価値 システムを中心 とするわが国企業は既に四

原理価値 システム中心である欧米先進国企業 と価値観 を共有することにはな
29)

らない。 しか し,も しわが国企業が前論文で述べた 『反』人間性 ・社会性の

諸施策 を廃止 し,出 来れば 『促』人間性 ・社会性の諸制度措置を強化すれば,

欧米先進国企業 と共通の価値観 にもとつ く,具 体的な企業行動 として評価 さ

れるであろう。 しか も単に共通の価値観 による諸制度の整備 だけでな く,そ

れを実践 に移 して行動 と成果で示 さなければ,こ れ らの国々か ら本格的な容

認 を得 られない ことは言 うまでもない。その意味で今 日の日 ・米欧間の諸種

の経済摩擦の大半はz考 え方の総論賛成か ら愈々各論具体化の階段における

調整難航の姿だ とも言えよう。

価値観の相違克服の事例 として人事 ・労務分野でいえばyた とえば労働時

間短縮 と過労死が挙 げられる。両者 とも欧米先進諸国か らの強い指摘 と批判

にもとついて,わ が国で取 り上 げられた経緯 は周知の通 りである。前者につ

いて言 えばわが国の政 ・労・使の夫々の努力 もあって年間平均総労働時間2100

時間台からようや く2000時 間を割 る水準 まで改善 されて きた。不況の追い風
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もあったにせ よ1900時 間台のアメリカに追いつ く射程距離に入ってきたこと

は,い わゆる"働 き過 ぎ"の 是正 による欧米流のゆ とりのある人間 らしい生

活への道程 とも言えよう。因に,こ の約10年 間 に,企 業人の労働時間にたい

する考え方が,著 しく変わってきたことは,企 業の時間管理の諸制度が大幅

に改変されてきた ことからも窺える。前記 したようにフレックスタイム制,

在宅勤務制,裁 量労働制などに示 される労働時間や時刻 に関する自由化の進

行 は,か つての職場定時間 ・定時刻主義の拘束的時間管理時代か らみればま

さに隔世の感がある。

っぎに,後 者の過労死 に関 しては,わ が国企業に特異な現象 として世界的

に有名 となったが,こ れ も欧米先進諸国の価値観か らすれば信 じ難い異常事

態であ り,わ が国企業の"働 き過 ぎ"の 象徴的現象 となっている。今 日でも

依然 として過労死110番 への訴 え電話 は絶 えないし,決 して著 しい改善状態 と

はいえないが,政 府 も過労死認定の基準 を緩和する方向で検討するなど,官

民の努力による国際的な汚名返上が期待 されている。言 うまで もな く,過 労

死 を生み出す土壌 は①超長時間労働,② 過酷な労働環境,③ 会社第一主義の

メンタリティなどにあるが,過 労死 も前者の労働時間短縮の問題 にも深 く関

わ りがあ り,企 業の時間管理のあ り方の変化の中で解決 さるべきものであろ

う。わが国が経済大国にな り,引 続 き彪大な貿易黒字 を出 し続 けるかぎり欧

米先進諸国をはじめ世界の監視の目はますます強化 されるであろう。 したが

って,ビ ジネス ・エ シックスを座標軸 に据 えた新 しい価値観の企業経営が一

層強 く求められるわ けである。つまり,成 熟化社会の進展 とともに,企 業経

営におけるビジネス ・エシックスの比重増大が不可避 となるであろう。

② 発展途上国におけるビジネス ・エシックスの現実

先進諸国に比べて発展途上国におけるビジネス ・エシックスの問題意識 は,

概 して低調であると言われる。わが国の主 として製造業が空洞化を懸念され

なが らも国際化時代のサバイバル戦略 として現地生産化 をます ます増大させ
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る見通 しの中で日系企業 の現地経営が徹底 した現地化 を求められている。 日

本企業の単なる延長ではない現地の自主性 と独立性が人,物,金y情 報,の

経営諸資源 について必要 とされている。つ まり,現 地の風俗,習 慣,考 え方

などに即 した経営を進 めるために も,ω 現地企業への権限の委譲,(ロ)経営 ・

管理者への現地人の登用,の 現地資金の活用な どをはじめいわゆる現地化政

策 を推進すべきことは,最 近の円高傾向の下での日本か らの派遣 コス トの相

対的増加への対応 も加 えて今や当然視 されるようになりつつある。 したが っ

て,ビ ジネス ・エシックスについてもこの現地化政策 との関連 を検討 してお

く必要があろう。現地の状況や現地の考 え方に適応するのが現地化であると

すれば,ビ ジネス ・エシックスに関 して もそうすることが求められる筈であ

る。

ところで,周 知の通 り発展途上 国が昨今 とくに人権や無差別の尊重,労 働

条件(賃 金 ・労働時間)の 改善についての先進諸国を中心 とする勧告や干渉

にたいしてかな り批判的であ り,強 く反発 している。中国における天安門事

件を契機 とする人権問題 をはじめ,東 南アジア諸国に共通 して先進諸国がそ

の価値基準 を押 し付 けることへの反対の態度などである。いわゆる 『開発か

環境 か』の論争 も然 りである。発展途上国にしてみれぼ,環 境破壊 は決 して

好 ましくないことを理解 しているが,現 在並びに近い将来 は発展途上の経済

状態であって,経 済のテイク ・オフか ら上昇,さ らには高成長 によって中進

国か らやがては先進諸国に追い付 けるよう経済開発 を優先することが これ ら

諸国にとって貧困や失業か らの解放 という当面の望 ましい状況 を達成するこ

とにつなが るという考 え方が根強 く存在する。つまり,環 境 も大事だがz当

面は経済開発 を優先 させ る価値観 を持 つことが好 ましい とい う判断であって,

先進諸国の環境重視の価値観 には俄かに賛同 し難い とするものである。

因に,発 展途上国側の主張には,先 進諸国 も過去 における発展途上の経済

状況で今 日彼等が強調する環境問題 を必ず しも重視せず,た とえば,重 化学

工業の発展期に公害 を軽視 し続けた歴史を顧みるべきだ とする考え方がある。

ビジネス・エシックスと経営理念・労務39



人権や人間性重視の問題について も同 じように,発 展途上国側 には言い分 も

あ り,こ の 『環境 ・人権』か 『開発 ・発展』かの論議は基本的に相容れ難い

面 を有 しているといえよう。最近 は,こ れに加 え,発 展途上国か らの輸 出安

値攻勢の激化への対応 として発展途上国における低い労働条件や人権問題に
3ω

原因あ りとして改善 させ ようとするWTOやILOの 動 きも出て くるな ど不

公正競争の抑制 として南北間の新 しい経済 ・経営問題 とな りつつある。換言

すれば,人 間性 と社会性 を重視するビジネス ・エシックスの思想 と実践は先

進諸国の価値観にもとつ くものであって,発 展途上国には必ずしもそのまま

すんな りと受容 されるものではない状況 である。

次 に,発 展途上国におけるビジネス取引に関する経営倫理の問題 について

アメリカでよく引き合 いに出され る多国籍企業の賄賂問題についてのビへ一

ビヤーに触れておこう。
31)

ア メ リカの経 営倫理学 の泰斗 の1人 で あ るP・ マ イ ナ ス教 授 に よれ ば,こ の

問 題 につ い て の ア メ リカの 経 営者の対 応 は概 ね二 つの グループ に分 かれ るよ

うであ る。 その一つ は,自 分 の会 社 で は た とえそ の 国(進 出先 国)で は賄 賂

が 通 常 の慣 行 にな って いて も決 して賄賂 を行 わない とす る考 え方であ り,も

う一 つ は,そ の 国 の現 在 の 事情,つ ま りそ の 国 の文 化 と企 業 にた いす る期待

の違 い によ り国 によって会社 の対応 は まち まちで よい とす る考 え方(文 化 相

32)

対主義)で ある。前者の代表例の会社 としてIBM社 が有名であるが,IBM社

は発展途上国の実情 は実情 として自分の企業の基本的価値観 を世界の何処の

地域,国 でも貫徹 している姿勢 は立派である。したがって,世 界各地のIBM

は賄賂 を贈 らず また受け取 らずに取引す るのが当た り前であって,そ の結果

としてた とえば現地の賄賂企業 との受注競争 に敗れて もやむを得ない と考 え

られている。その意味では,こ れは現地の慣習 を尊重するいわゆる現地化方

策 に合致 していないが,現 地においても本国企業の基本理念や倫理思想が何

らかの形で実現されるように最大限の努力を示 してお り,こ の努力がきわめ

て重要であることは言 うまで もない。

40国 際経営論集No.81995



因 に,同 教授 によれば 『われわれは経営者たちが自分の企業の基本的な価

値観 について深 く考えて,現 実に遭遇する世界中の色々な国の事情や文化的

環境の中でそれ らの価値 を実現する最 も良い方法 は何かを決めるように』 と

助言 しているとの由だが傾聴 に値 しよう。

(3)経 済社会の発展段階 とビジネス ・エシックスの対応

以上 に述べたように発展途上国 において,先 進諸国の価値観が必ずしも充

分に受容 され難 い面のあることか ら,価 値観 は経済,社 会の発展段階に応 じ

て変化するもの と考 えるべきやに思われる。

前述の ごとく,先 進諸国における経済 ・社会の発展の歴史を繕 けば,発 展

途上の時代には企業の人間性 ・社会性重視の思想 と実践は殆 ど顧み られなか

った という現在の発展途上国の主張 にみ られるように,確 かに同一国で も,

経済 ・社会の発展段階によって,ビ ジネス ・エシックスへの取 り組みが変化

するであろう。 しか し成熟社会が到来 したわが国の現在か ら将来へ向かって

の望 ましい経営倫理 という価値観は,未 だ成熟社会 に到達 していない段階の

発展途上諸国において も,必 ず しも不当 ・不適当 ・不必要な ものではない。

従 って,先 進諸国の各企業が発展途上国へ企業進出 した りビジネス取引をす

る場合に,自 らの経営倫理 を現地社会 においても実現 し得 る現実的方策 を検

討 した り工夫 した りすることは必要であろう。それは,そ ういう企業の努力

の過程 を通 じて次のごときメ リッ トが考 えられるか らである。

(1)ビ ジネス ・エシックスの必要性にたいする見方や考え方について,発

展途上国やそこの企業社会が次第に覚醒 される可能性があること。

(2)発 展途上国で も企業や企業社会が社会的公正や地球環境保全などの必

要性 に正面切 って反対できない雰囲気を醸成す るのに役立つ こと。

(3)わ が国企業は効率 と競争 に長 じている点で世界的に有名だが,決 して

それだけでな く欧米先進諸国の企業 と経営倫理的に大 きく隔 った異質性

を有する経営では決 してないことを現地社会 に認識 させる好機であるこ
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と。

っ まり,前 二者は現地社会の啓蒙のメリッ トと言えるし,後 一者は,わ が

国企業への現地社会の評価向上のメリットである。

わが国企業が発展途上国において欧米先進国企業 と経営倫理的に同じよう

に評価 されるようになれば,日 本企業の異質性 にたいする批判 は少な くとも

緩和 されるであろう。

したがって,経 済 ・社会の発展段階に応 じた変化 を認 めなが ら,機 会ある

ごとに遅れた現地社会の意識改善 を目指 して啓蒙に努めることが,成 熟化社

会のわが国企業 に求められている責務 と言えよう。

因にわが国大手化学 メーカーM社 が公害 ・環境問題 を軽視 してマレーシア

に合弁進出 し,現 地工場の操業にたいする現地環境団体の長期間の反対 を受

け,最 終的には勝訴 しなが ら撤退 を決めた事例 は,余 りにも有名だが,多 く

の示唆を含んでいる。進出に当たってのM社 の判断には,(イ)相対的に賃金が

割安である,(ロ)公害環境問題 もわが国に比ベシビアーでない,の 二点があっ

た と思われるが,(ロ〉は予想外にも現地人の強い反対 に遭遇 し,そ の対応にか

な り苦慮するハメに陥った。その間,M社 は現地からの非難にたいして現地

合併会社の問題であるとして責任回避に努めた り,操 業持続 を強 く望んだ り,

日本本社 として必ず しも誠意ある態度 を示した とはいえなかった。つ まり,

公害輸出 という最 も好 ましか らざる非倫理的行動の強行が発展途上国の現地

社会の反発 を受 けたことになる。上記(ロ)の認識や見通 しが甘かったことは,

経済 ・社会の発展段階の相違のため経営倫理的視点や配慮 を必要 としない と

判断した ことを意味する。結果か らも明 らかなように,発 展途上国もつねに

社会的に発展 しつつあるし,先 進諸 国を中心 とした世界の動 きに も緩慢なが

ら影響 を受けて啓蒙されつつあることからすれば,M社 の対応 は残念 なが ら

決 して好 ましいものではなか った と言えよう。したがって,こ の事例 は,①

ビジネス・エシックスにもとつ く価値観がM社 に最初か ら確立 されていたか

否か,② 発展途上国におけるビジネス ・エシックスにたいする前向 きな動向
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が強 まる傾向を看過 していなかったか(発 展途上国なるが故にビジネス ・エ

シックスにやか ましくない とただ発展段階的にのみ見ていなかったか)が 問

われている。しか し,M社 は現地裁判所か らの有利 な判断が示 された後,操

業継続が可能であ り,現 地政府 ・パー トナーも継続の意向があったにも拘わ

らず,敢 て操業継続 を断念 し,合 弁を解消す る決定 を下 した。

このM社 の最終的な意思決定は,種 々の苦悩 と紆余曲折はあったであろう

が,遅 まきなが らとはいえ称賛に値するもの と言えよう。企業経営の社会性

や人間性重視の基本的考え方 は効率性や競争性 をときには減ずるような事態

を想定 しておかねばならない。そのことは,前 述の両原理の均衡的両立のた

めの不可避な事態 と考える必要があろう。 しかし,そ れ も中 ・長期的にみれ

ば経済,社 会の発展過程が進 めば進 むほど必ずや社会性や人間性の重視が企

業経営にプラスにはね返 って くることになる と書えよう。その意味で上記M

社の最終決定は決 して誤 った ものではな く中 ・長期的にみて必ずや評価 され

よう。

あ と が き

わが国企業の組織風土 には,一 般的に集団主義が根強 く残 っていると見 ら

れているが,大 手企業 を中心に集団主義体制の中で も以前から競争性原理が

働 きs決 して年功序列の画一主義 とはいえない昇進管理が行われていた し,
3:3}

それが増 嵩 され つつある こ とは周知 の通 りで ある。 また,最 近 の リス トラ推

進 の 中 で一 層 明 らか な ように年功序列体制 が崩 れつつ あ り,い わ ゆ る能 力 主

義 に よ る処 遇 が加 速 され ている。 つ ま り,わ が 国企 業 にお け る経 営 労務 は21

世 紀 へ 向 か って さ らに大 き く変 わ りつつあ るが,そ の 主 要 な方 向 の 一 つ は,

競 争 性 や 効 率 性 を一 層 指 向 しつ つ ある とも書 え よう。 それだ けに,今 後 の 経

営 に は,人 間性 や 社 会 性 の重 視 が ます ます必要 とな るが,わ が 国 の僅 か とは

い え一 部優 良 企 業 では,既 述 の新 ・旧両 原 理 問 のバ ラ ンス を積極 的 に とる努
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力 を進めている例 も決 して少な くない。た とえば,社 外ボランティア活動 に

たいして企業が資金提供 の他に,社 員の参加 を認めるボランティア休暇制度

を新たに設けた り,老 親 はじめ家族の介護休暇制度 を導入 した りして社会性

原理 を尊重 しなが ら,他 方では競争 と効率の向上にも従来にまして積極的施

策 を展開 しているな どである。新 ・旧両原理間の拡大均衡的両立 を図る企業

が少 しで も増加することは,わ が国における経営倫理の向上にプラスであ り,

国際的にも好 ましいことは言 うまで もない。

先頃(1994年8月)ダ ラスで開かれたアメ リカ経営倫理学会が国際的な観
34)

点か らアジアにおける経営倫理のあ り方のパ ネル討論 を行 い,参 加者か ら強

い関心 を集めたように,今 や,い わゆるグmバ ル時代 を背景にアメ リカで

も経営倫理 は一国内の企業の経営理念や経営管理のみの問題ではな くな りつ

つある。

言 うまで もな く,こ れは関係する各共同体間の超規範(HyperNorm)を

確立 し得るのか否かの問題であ り,第 四章で も述べた国際間 とい う地域 と発

展段階の異なる共同体間 における様々な困難性の中で,今 後何 らかの共通事

項の合意形成が可能 となることが期待 される次第である。

さいごに,ビ ジネス ・エシックスの立場からすでに第三章で触れた企業に

おける経営経済性 と経営公共性の両立 を図 る場合,経 済 性を少 し犠牲 にして,

企業の"儲 げ'を 割愛す ることが公共性 との両立 を可能 にするので,経 営倫

理 は結局"損 する"も のだ とする向きもあるが,そ れはビジネス ・エシック

スは儲か らないという先入観 に把われ過 ぎた考えと言わざるを得ない。
ヨらラ

最近の報道によれば,1989年 に発生 したアラスカ沖 ヴェルディ号原油流出

事故に関連 して,約3500人 の地域住民にたいして合計2000万 ドルの和解金 を

エクソン社が支払 うことになった と言われる。 これは漁民や地域企業が起 こ

している複数の損害賠償訴訟のほんの一部 に過ぎず,加 えてごく最近アラス

カ州連邦地裁 はエクソン社にたいし懲罰 的賠償金 として50億 ドルの支払いを

命ずる評決 を出 した と伝えられている。巨額の賠償金支払要求 を受 けている
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同社は今後 もこの裁判 を通 じて,既 に発生以来5年 も経過 してなお,こ の大

事故による環境問題の 『負荷』を背負い続 け,何 時終局 を迎えるか,最 終的

にどれだけの企業負担 になるか全 く予想のつかない苦行中である。企業が昔

日と異な り高い公共性 を求められている現代 において,社 会に迷惑をか けな

い配慮 を怠った その原因が直接 ・間接 に経営の効率や競争を偏重視 した

結果の場合が多い一一 がために,莫 大な損害 を蒙る エ クソン社の事例 は

その一つに過 ぎない ケースが後 を絶たない。少々の儲 けを犠牲にするど

ころか結果的に大きなダメー ジを企業 に与 えて了うのは,経 営倫理的な価値

を尊重する経営 を常 日頃か ら心掛 けていないためだ とも言えよう。経営経済

性は経営公共性への配慮があってこそ,末 永 く確保 されるものだ ということ

が理解 されなければならない所以である。"ビ ジネス・エシックスは損 をする

どころか,儲 かるものだ"と するアメリカ産業界 における最近の動 きは,企

業が人間性や社会性 を重視 してゆ くことがいわゆる四原理価値システムの実

現 を齎 して現代 に通用す る 『価値』ある企業の発展につなが ることを示唆 し

ていると言えよう。
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